西南学院大学　ミクロ経済学Ⅱ　2012年度講義ノート　江副憲昭

第Ⅱ部　不完全競争市場と競争政策

第Ⅰ部では，完全競争市場での価格システムの仕組みを考察してきた．第Ⅱ部では，これまで学んだ基礎概念を使って，実際の市場で見られる不完全競争市場の理論と政策を分析する．まず，企業間の多様な競争形態をもとに4つの市場構造に分類し，それぞれの市場の仕組みや構造の特徴を分析する．5章では，独占と独占的競争を取り上げ，続く6章では，寡占市場を検討する．また，ゲームの理論を学ぶ．7章では，企業の戦略行動を考察する．8章は，競争促進政策や産業政策などの公共政策を分析し，我々の現実の市場経済の改善策を考察する．

第5章　不完全競争市場

実際の市場は完全競争ではなく，不完全競争であるのが通常である．不完全競争市場は企業の競争形態から4つの市場構造に分類される．この章では，不完全競争市場の基本的特徴を分析する．まず，市場構造の定義・分類をする．そこで，市場支配力，集中度，参入障壁，製品の差別化などの重要な概念を学ぶ．さらに，独占と独占的競争を取り上げ，限界収入，双方独占，独占的競争，独占の弊害などの重要な概念を検討していく．
　

5-1　市場構造

1「産業組織論」
不完全競争は実際の市場の現実である．1部で学んだ知識を現実の市場の現象に応用し，発展させていく必要がある．

この実際の市場を分析する方法に「産業組織論Industrial Organization」がある．市場構造S，企業行動C，市場成果Pの3つの視点から現実の市場を分析するミクロ経済学の応用分野である． 

(1)「市場構造Structure」は企業間の関係や費用構造をもとに市場を分類し，その特徴を分析する．

(2)「企業の行動Conduct」は価格，製品差別化，広告，研究開発などの活動を分析する．

(3)「市場成果Performance」は効率，公平，成長などの基準をもとに市場を評価し，改善策を考察する．

⇒これをSCPパラダイムという．すなわち,市場構造Sによって企業の行動Cが決まり,企業の行動Cによって市場成果Pが決まる．

この考え方に従い，第Ⅱ部では，5章・6章で市場構造の分析をし，７章で企業の行動，8章で市場成果とその政策課題を検討する．
2　市場構造の分類：市場の構造を競争の機能により分類する．
 (1) 市場構造の規定要因（図5-1）：経営学者のPorterによると，企業間の関係①～④の要因が市場構造を規定する．
図5-1の垂直（たて）関係，水平（横）の関係に注目する．これより，市場構造は下の表5-1のように分類される．
図5-1市場構造の規定要因（Porter）
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(2) 市場構造の分類：完全競争・独占・寡占・独占的競争の４つ．
企業数・製品の差別化･参入障壁により分類（表5-1）

表5-1　市場構造の分類
	企業間の関係
	市場構造の規定要因
	完全競争
	独占
	寡占
	独占的競争

	①売手の間
	売手の数
	極めて大
	1（売手独占）
	少
	多

	②買手の間
	買手の数
	極めて大
	1（買手独占）
	―
	―

	③売手と買手の間
	製品差別化
	―
	―
	少～多
	多い

	④既存企業と潜在的な参入企業の間
	参入障壁
	なし
	極めて大
	大
	小


(3) これらの市場構造の例：

・完全競争（それに近い例：株式市場，外国為替市場，野菜など生鮮食料）
・独占（電力,水道,新幹線, たばこ），

・寡占（製品差別化大：自動車,家庭電器, カメラ,医薬品,ビール,新聞----最終財が多い
製品差別化少：鉄鋼,セメント, アルミ,化学製品,石油,パルプ----中間財が多い）

・独占的競争（小売業,レストラン,ホテル,タバコ屋,土木建設業）
(4) 参入障壁：参入障壁を設ければ新規参入を制限して競争を有利に導くことができる．

参入障壁の要因：①法的な参入規制（許可制，免許制，登録制），②規模の経済（大規模設備），③絶対的なコスト優位（技術・経験・立地），④差別的優位性（ブランド，スイッチングコスト），⑤資本調達
3　企業の戦略行動（これは第7章の課題）
市場のマーケッティング戦略；4つのP（Price,Product,Promotion ,Place） に注目する．
①価格Price (差別価格)，②製品Product (製品の差別化)，③広告・販売政策Promotion，④地域・流通戦略Place
4　市場構造の測定基準

(1)市場と産業：「市場」は同種の商品(財・サービス)に関する売り手と買い手の集合のこと．

「産業は」同種の商品を供給する企業のグループ(業界;industry)．あるいは，産業は「特定の産出物を生産するすべての企業からなるもの」

産業の範囲は「密接な代替関係のある商品群」：交叉弾力性（需要・供給）で測定する

需要の交叉弾力性＝商品1の需要量の変化率／商品2の価格の変化率

実際の産業の範囲は標準産業分類（SIC）により設定されている：大分類が14，中分類(2桁産業)96，小分類(3桁産業)452，細分類(4桁産業)1263　2007年改訂された．詳細は総務省統計局のHP[http://www.stat.go.jp/]
(2)産業の集中度：指標

市場支配力との関係で産業・市場における集中度を考えるときには企業数を見るだけでは不十分であり，マーケット･シェアの分布も考慮に入れた指標が必要になる．
①累積集中度：シェアー(s)の順に企業を並べ,首位からN番目までの企業のシェアsの合計値

上位ｎ社の累積集中度ＣＲn＝∑ni＝1 Si，Siは第i 位企業のマーケットシェア
②ハーヒンダ―ル指数：マーケットシェアSiの2乗の和として定義．

ＨＨＩ＝∑ni＝1 S2i　，ｎ＝企業数
異なる産業の集中度を比較しうる指標；ＨＨＩは１とゼロの間をとって変化する分散の尺度である

例　売手独占(ｎ＝１)，ＨＨＩ＝10000(最高値). 複占(ｎ＝2)，ＨＨＩ＝5000，3社のとき，ＨＨＩ＝3333．

完全競争状態(ｎ＝∞)，ＨＨＩ＝0． また，企業数が一定の場合に,シェア格差が大きくなると指数は大きくなる．アメリカでは，合併に関するガイドラインとして,このＨＨＩを使用している．
　③一般集中：経済全体の集中を測定する
(3)高度に集中した産業の例(日本)：タバコ，板ガラス,写真フィルム,ビール,二輪自動車

（最近の産業の集中度は公正取引委員会のHP[ http://www.jftc.go.jp]に公表されている．調べてみよう）
5-2　独占と価格支配力

1　売手独占

価格支配力：企業は,供給量を削減することによって価格をつり上げることができる．すなわち，自己の供給量を操作して価格をコントロールする「価格支配力」をもつ．

・独占を生む要素は，①政府の参入規制，②原材料や技術の長期独占（特許）などである．

・実際には完全独占市場を長期間維持することは難しい場合が多い．その理由は，独占利潤が大きいとき，政府の参入規制を獲得するロビー活動が活発になり，また独占される原材料や技術を迂回する技術が開発されるからである．
・売手独占の例：①新技術開発＝「特許独占」，②郵便・高速道＝「公益事業」，③鉄道やバス＝「地域独占」

表5-2　独占の限界収入　　図5-2　独占の需要曲線表　　　図5-3　独占の利潤最大化　　　　

	価格
	販売量
	総収入
	限界収入

	10
	1
	10
	10

	9
	2
	18
	8

	8
	3
	24
	6

	7
	4
	28
	4

	6
	5
	30
	2

	5
	6
	39
	0
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2　独占の需要曲線　　　表5-2と図5-2を参照．

(1) 需要曲線は右下がり➩ 限界収入が販売価格と乖離する➩価格支配力の発生

・企業の総収入(売上高)Rは,価格ｐと販売量(需要量)Ｑの積だから,需要曲線の下にできる四角形の面積．

・販売量が増加するにつれて,この四角形の面積（＝総収入）は，はじめ増加するがピークを超えると減少する．

・価格の引き下げによる総収入の変化には,販売量の増加による総収入へのプラス効果と,価格の引き下げによる総収入へのマイナス効果という2つの効果が働く．販売量の増加につれてはじめは総収入へのプラス効果が大きく総収入は増加するが，次第に減少の効果が強くなり総収入は減少する．
 (2)限界収入：限界収入ＭＲとは，販売量(生産量)ｑが1単位増加したとき，総収入Ｒが何単位増加するかを示すもの．　　　ＭＲ＝収入の変化／販売量の変化＝価格＋(価格の変化／販売量の変化)×販売量

記号　ＭＲ：
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(右辺2項は1より少だから，限界収入ＭＲは価格ｐより低い)
・公式，
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：ただし，εは需要の価格弾力性（＝－p/q・⊿q/⊿p）：通常はプラス

①市場の需要弾力性[image: image7.wmf]e

が小さいほどＭＲとPの乖離は大きい．逆に，εが大きいほどＭＲはｐに近づく．

（完全競争のとき，需要曲線は水平．このとき，需要の価格弾力性[image: image8.wmf]e

は無限大．⇒　ＭＲ＝P ）　　

②ＭＲ曲線は需要曲線の下に位置する． （ＭＲがゼロのとき収入は最大）

3　独占の利潤最大化：(図5-3)　

独占企業の費用関数をＣ(ｑ)とすると，利潤
[image: image9.wmf]p

は，収入と費用の差：π ＝ ｐ(ｑ)ｑ－Ｃ(ｑ)で与えられる．独占は利潤を最大化するので，その最適条件(
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＝0)より，限界収入＝限界費用の条件を得る．

(1)利潤最大条件；限界収入(ＭＲ)＝限界費用(ＭＣ)

理由：もし，ＭＲ＞ＭＣのとき生産量を少し拡大すると利潤はその差額分だけ増加できる．つまり利潤は最大化していない．ＭＲ＜ＭＣのときは生産量を少し減らすと利潤は増加できる．このときも利潤は最大化していない．

ＭＲ＝ＭＣのときは利潤を拡大できないので利潤最大を達成している．

(2)ラーナーの独占度：ラーナーの独占度は，企業の独占の程度(価格支配力の大きさ)を示すもので，価格Pが限界費用ＭＣから乖離するにつれて，大きくなる．一方，完全競争の場合は，P＝ＭＣとなり，ラーナーの独占度はゼロになる．
公式：(
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（需要の弾力性が大きいほど独占度は低い） 

(3)マークアップ率：P＝ＭＣ/[１－(１/
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)]　例
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が2のとき(１/
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が0.5)乖離率は二倍になる．

　数値例：独占の需要曲線P＝100－2Ｑ，限界費用ＭＣ＝20円のとき，利潤最大となるPとＱを求めよ．

　収入＝P×Ｑ＝100Ｑ－2Ｑ2，よりＭＲ＝100－4Ｑ．ＭＣ＝20だから，ＭＲ＝ＭＣとおいてＱを求めると，Ｑ＝20．これを需要曲線に代入すると，P＝60．　　(解）P*＝60，Ｑ*＝20

4　需要独占（買い手独占）：(図5-4)

買い手が独占だが，売り手は競争的 ➩ 買手に独占力が生ずる．

需要独占の例： JTによる国産の葉たばこの買取．官公庁や地方自治体による公共調達．
(1)労働市場の例：売り手労働者の供給曲線 ｗ(ｘ)：右上り；ｘは労働供給量，ｗは賃金率

企業の費用：Ｃ＝ｗ(ｘ)＋Ｆ，Ｆは固定費用．生産関数：ｑ＝ｆ(x)．生産物価格ｐ

企業の利潤：π＝Ｒ－Ｃ＝ｐｆ(x)－(ｗ(ｘ)＋Ｆ)

(2)利潤最大化条件：需要独占の最大化の条件は，限界収入生産力ＭＲＰが限界要素費用ＭＦＣに等しくなる水準に,生産要素の需要量xを決定する．利潤の式をxで微分して，利潤最大化の公式を導く．
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，よって，利潤最大化条件は，

ＭＲＰ(ＭＲ・ＭＰ：限界収入生産物）＝ＭＦＣ（限界要素費用）．

この限界要素費用ＭＦＣは変形して，ＭＦＣ＝w(1＋(x/w)(dw/dx))＝ｗ((1＋1/η))となる．ただし，ηは要素供給の価格弾力性：η＝(x/w)(dw/dx)．賃金率ｗに (1＋1/η)上乗せしたもの．したがって，限界要素費用ＭＦＣは労働者の供給曲線ｗ(x)の上に位置する.

(3)買い手独占のラーナーの独占度：限界収入生産物ＭＲＰ（あるいはＭＦＣ）と要素価格ｗとの乖離度で測る．バイイング・パワー指標 BＰＩという．　BＰＩ＝(ＭＲ・ＭＰ－
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ＢＰＩが大きいほど買手の価格支配力は強い．また，要素の供給の価格弾力性ηが大きくなるほど，ＭＦＣが小さくなり，買手の価格支配力は弱くなる．
5　双方独占

ある財･サービスに関する買手が需要独占的であり､かつ売手も供給独占的であるような市場

例：軍需産業の特殊兵器など＝買い手が防衛庁で売り手が特定の企業という双方独占
双方独占の均衡点Eがどこに決まるかは､買手と売手の双方の交渉力に大きく依存する．
5-3　寡占　

　（寡占モデルは第6章で詳細に検討する．）　
1　寡占市場の特徴；市場に少数の企業…相互依存関数＝戦略行動．

　　例：自動車，家電，航空機産業，テレビの放送局
2　ク－ルノ－解：企業は相手企業の生産量を与えられたものとみなし，それを前提に利潤最大となる生産量を決定する．数量選択モデル．企業の反応曲線を導出し，その交点（E点）がク－ルノ－解（ゲ－ム論では「ナッシュ均衡」とよぶ）　

3　シュタケッルベック解（先導者と従属者との均衡）　

4　ベルトランモデル；各企業が自己の製品の価格を選択する．価格選択モデルという.
図5-4　需要独占　　　 　図5-5　独占的競争（a）他企業の参入前　（b）参入後（利潤ゼロ）
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5-4　独占的競争　

1 独占的競争市場の特徴

この市場構造は競争と独占の要素が並存する．売り手が多数存在しているので「競争的」であるが, 各企業は製品差別化を実行し,自己の製品を選ぶ消費者を確保しているので「独占的」である．完全競争市場と似ているが，製品が差別化されている点が異なる．短期的には差別化による独占利潤が存在する．長期的に参入退出がある．そのため長期的には独占利潤は喪失する．そのため企業には絶えず，差別化の誘因がある．だが，企業はＡＣ曲線の費用最小点で生産していない．したがって，この市場構造は社会的無駄（過剰能力の存在）がある． 

(1)独占的要素

・製品の差別化(品質，外観，付随サービス等において買い手が独自の好みをもつこと)．この要因が財・サービスの多様化を生む．差別化による利潤の発生．

(2) 競争的要素
・参入が容易（規模の利益が小さい）;代替財が生ずる．競争の発生．
2独占的競争市場のモデル

(1)短期均衡：独占的競争企業は，短期的には独占企業と同じ利潤最大化条件によって，最適生産量を決定する．

独占的競争の短期均衡条件：限界収入＝限界費用．

図5-5（a）他企業の参入前：短期的に独占利潤の存在．：斜線部＝独占利潤ＡＢＣＰ1 

(2)長期均衡：長期的には，超過利潤があるかぎり，企業の新規参入が生じ，最終的には超過利潤がゼロとなるところで新規参入がとまる．

独占的競争の短期均衡条件：限界収入＝長期限界費用
図5-5（b）参入後：需要曲線は下へシフト→長期均衡点Ｅ，利潤ゼロになる．産出規模が過少である．

長期均衡は，需要曲線Dと長期平均費用LACの接点で達成される．長期的に独占利潤は喪失する．企業はAC曲線の費用最小点で生産していない．過剰能力の存在がある．　
例：サ－ビス業，即席麺，飲食店，小売業など
3　評価

独占的競争市場では，

①価格と限界費用は乖離するので，死荷重が生ずる．

②最小平均費用による効率的生産も実現しない．過剰能力の存在：過小規模の企業が多数存在し，しかも各企業が過剰設備で悩んでいる．
③長期的に超過利潤なし．

④一方で製品の差別化や価格差別化は消費者に選択の多様性をもたらす． 

⇒この理論モデルは最近さまざまな応用分野に利用されるようになっている．

5-5 独占力の弊害

不完全競争市場では競争の欠如のため，効率や公正における以下のような弊害がある．
1 効率：資源配分の非効率（生産量Ｑを減らし価格Pを引き上げる＝人為的に希少性を創出）：図5-3：死荷重の存在．また，図5-4の生産要素市場では，買手独占は需要量を減らして要素価格を引き下げる．斜線部の死荷重を生む．

2 独占利潤の存在：分配上の不公平．参入障壁に守られた企業は独占利潤が得られるので，それをその社員や株主等へ配る．これは分配上の不公平をもたらすことになる．独占により，消費者は買うとき搾取され，労働者も売るとき搾取される．

3 消費者にとって選択の可能性が制約される．

4 内部非効率＝Ｘ非効率：競争の欠如のため，組織の肥大化や経営効率化努力の欠如が生ずる．これにより費用曲線は上方向ヘシフトする．これは生産をＱｍ以下に減らし,価格をＰｍ以上に引き上げる要因となる．これを「X非効率」とも呼ぶ．競争の欠如はさらにサービスや品質の改善努力の低下，そして将来の投資をも減らすことにもつながる． 

5 レント・シーキング：企業は独占的な地位の維持のために多額の政治献金や根回しのための費用を支出する．これらの費用は，生産的な価値を持たない．資源・資金の浪費．
以上のような弊害は，寡占，独占的競争のような競争が不十分な市場では，同じように生ずる.

◇他方，社会的最適価格(効率)は限界費用価格(Marginal cost pricing)である（9章で解説）

練習問題
5.1市場構造

(1) 市場構造を決める重要な要因は何か．（ヒント：市場集中度，参入障壁，製品差別化など）
(2) 市場構造を競争の要因から4つに分類し，それぞれの市場構造の特徴を簡単に説明せよ(とくに不完全競争市場はそれぞれ完全競争市場の4つの条件のうちどの条件を満たしていないのか）．
(3) 次の市場はそれぞれどう分類されるか，①国内のゲームソフト，②国内の乗用車，③ある地域のレストラン，④ある地域の野菜，⑤市内電話のネットワーク，その理由も述べよ．

5.2　限界収入：正しい語を選べ．(1) 限界収入は，需要の価格弾力性が1よりも大きい場合に,｛正,負,0｝になる．(2) 限界収入は，需要の価格弾力性が1よりも小さい場合に, ｛正,負,0｝になる． 

(3) 限界収入は，需要の価格弾力性が1のとき，｛正,負,0｝になる．このとき，収入は｛最大,最小,0｝になる．

（解：(1)正，(2) 負，(3) 0，最大）
5.3「日本のたばこ会社JTは独占だから，つねに独占利潤が保証されている」．これを論評せよ．
（ヒント：長期には代替財の存在により競争が不可避である．独占利潤は競争を呼び込み長期的には減少する．かっては国策会社で高収入を誇った日本航空JALは，現在では経営難に陥り，再建中である）
5.4　独占の限界収入の導出． 

(1) 本文の表5-2独占の需要曲線より限界収入の値を求め，それを元に独占の限界収入曲線を図示せよ．(解：図5.2）

(2) この例を使って供給独占の限界収入曲線が需要曲線の下に位置することを説明せよ．
5.5　需要独占の限界要素費用曲線は供給曲線の上にくることを示せよ．（ヒント：5-2の解説）
5.6　独占の価格支配力をどのように把握するか．次の概念について説明せよ．（ヒント：5-2，5-7の解説）
(1) ラーナーの独占度　

(2) 市場の集中度を測る指標

(3) 独占の弊害

5.7　ある独占市場において,需要関数が P＝12－X，で与えられており,この独占企業の費用関数が C(X)＝(1／2)X2で与えられているとする.ここでXとPはそれぞれ生産物の量と価格である.このとき,独占生産量Xmと独占価格Pm,独占利潤πmを求めよ. 

（ヒント：利潤π＝収入TR－費用C＝(12－X)X－(1／2)X2．これをXで微分してゼロとおく．ｄπ/ｄX＝(12－2X)－X＝0．これより，X＝4．これを需要関数に代入して，P＝8．さらに，π＝24を得る．解Xm＝4，Pm＝8，πm＝24）
5.8　ある財を供給する完全独占企業の費用関数が,C＝x2＋2x＋5〔C:費用,x＝生産量〕
需要関数が,D＝100－2P〔D:需要量,P＝価格〕で表されるとき,ラーナーの独占度(P－ＭＣ)/P　を求めよ．

（ヒント：ＭＲを求める．需要関数よりP＝－0.5x＋50.これから,ＭＲ＝－x＋50. 

ＭＣは費用関数を微分して，ＭＣ＝2x＋2.よって ＭＲ＝ＭＣから, x＝16 を得る．これを需要関数に代入して　P＝42となる．さらにx＝16をＭＣに代入して　ＭＣ＝34.これらの値を(P－ＭＣ)/Pに代入する． 

解：(P－ＭＣ)/P＝(42－34)/42＝4/21　）
5.9 ある独占企業が生産する財の費用関数が C＝X2，(C:総費用､ X:供給量)である．この企業が直面する需要曲線をP＝120－X　として,次の問に答えよ.

(1) この企業の直面する限界収入曲線を求めよ.
(2)この企業の限界費用曲線を求めよ．
(3)この企業が，独占利潤が最大になるように行動したときの価格と生産量を求めよ. 
(4)このときの生産者余剰と消費者余剰及び社会的厚生を求めよ,

(5) 総余剰を最大化する社会的に最適な供給量の水準と比べて､どれだけの余剰の損失があるかを求めよ．

（ヒント：(1) 総収入(ＴＲ)＝120X－X2　､限界収入(ＭＲ)＝120－2X．(2) 限界費用(ＭＣ)＝2X．(3)ＭＲ＝ＭＣとおき，120－2X＝2X．ゆえに，X＝30，価格は需要曲線より，P＝120－X ＝120－30＝90．(4)図を描いて確認せよ．消費者余剰＝30×(120-90)÷2＝450，生産者余剰＝30×30＋60×30÷2 ＝1800．(5)死荷重の面積を求める．厚生の損失＝30×(40-30)÷2 ＝150．）

5.10　需要独占：ある企業は，生産要素としてX財を投入しy財を生産しており，その生産関数は，y＝4X
で示され，y財の価格は8である．この企業はX財を独占的に需要し，X財の市場の供給関数は，P＝1/3X＋8
で示されている．X財の需要量と価格を求めよ．(地方上級改題)

(ヒント：需要独占企業の利潤πは，π＝(y財の価格)・(y財の生産量)－(Xの価格)・(X財の投入量)＝8ｙ－Pｘ＝8・4X－(1/3X＋8)X．これをXで微分して0とおく．dπ/dX＝24－2/3X＝0．より，X ＝36.これを供給関数に代入して，P＝20．解：X ＝36，P＝20．）
5.11　需要独占企業が労働Nを投入して生産物Ｑを生産している．生産関数はＱ＝－(1/2)N2＋7Nで与えられ､労働供給関数はN＝－2＋w，(賃金率をwとする)で与えられたとする．この企業の生産物価格が2であるとすれば､賃金率wはいくらになるか．

（ヒント：生産関数から労働の限界生産力を求める．dＱ/dN＝－N＋7．限界生産物価値(MVP)は
MVP＝2(－N＋7)＝－2N＋14．　　　次に限界要素費用(MFC)を求める．N＝－2＋wより､w＝N＋2．要素費用(FC)が､ FC＝wNであるので､ FC＝(N＋2)N＝N2＋2N．これより限界要素費用は，MFC＝dFC/dN＝2N＋2．
利潤最大化条件：MVP＝MFCより､ －2N＋14＝2N＋2，より，N＝3．さらに，w＝N＋2から　解：ｗ＝5）
5.12 町でただ1軒の酒場を経営するオーナーが以下の4つの経営方針を立てた．①赤字にならない範囲でなるべく多くの飲物を売りたい．②赤字でも最大に飲物を出したい．③できるだけ多くの収入を得たい．④最大限可能な利潤を得たい．酒場の需要曲線と費用曲線を一つの図に描き,4つの経営方針の価格と数量の組合せを図示せよ.(ヒント：①ＡＣ曲線と需要曲線の交点の価格と数量．②需要曲線と横軸の交点の価格と数量．③ＭＲ曲線と横軸の交点（ＭＲがゼロ）の価格と数量．④ＭＲ曲線とＭＣ曲線の交点で決まる独占価格と数量．)
5.13 以下の不完全競争市場の記述は誤っているので正せ．

(l) 独占市場は短期的には超過利潤が発生するが,長期的には超過利潤は市場の調整を通じて消滅してしまう． 

(2) 独占的競争市場では,市場への新規参入が容易であるが,配達,アフターサービスなどの製品の差別化を適切に行うことによって短期的にも長期的にも超過利潤を得ることとなる．

  (3) 寡占市場では価格引下げをしても,相手企業も価格引下げの行動をとり,効果的ではなくなる場合がある．その場合，需要曲線は特定の価格で数量軸に水平な直線になっている．

(ヒント：(l) 独占市場では超過利潤は存続する．(2) 長期的には超過利潤は消滅する．(3) 寡占市場の需要曲線は右下がり．)
5.14　誤っていれば正しくせよ．
(l) 独占企業の供給曲線は､完全競争時の市場全体の供給曲線よりも非弾力的になる．

(2) 限界収入が10､限界費用が5であったとき､この独占企業は供給量を減少させることで利潤を増加できる．
(3) 不完全競争市場では､需要曲線が右下がりであるかぎり､価格は限界収入よりも大きくなっている．
(4) 買い手独占では､需要量を制限することで価格を引き下げる．それに対して､売り手独占では､供給量を制限することで価格をつり上げている．

(ヒント：(l) 独占企業の供給曲線は存在しない．(2) 限界収入が費用を上回っているので､供給量を拡大することが望ましい．(3)正しい．(4) 正しい．)
5.15 独占的競争に関する記述について､誤っていれば正しくせよ．（地方上級）
(l) 独占的競争では,企業は他の多数の企業と競争関係にあるため,独自に価格を決定する力を有しておらず,水平な需要曲線に直面する．

(2) 独占的競争市場では､製品の差別化が存在しており,企業は価格や生産量を決定するに当たっては,自己の行動に対する他の企業の反応を考慮する． 

(3) 独占的競争における短期均衡では,企業は製品の価格が限界費用と一致するように生産量を決定し,利潤の極大化を達成する．
(4) 独占的競争における長期均衡では,企業は平均費用曲線の最低点において生産を行っており,資本設備の大きさから見た最適規模での生産を達成する．

(5) 独占的競争における長期均衡では,企業の利潤最大化点で決定される価格は平均費用と等しくなっており,正常利潤を超える利潤はゼロとなる．

（ヒント：(l) 企業は右下がりの需要曲線に直面する．(2) 多数の企業がいるので個々の企業は他社の反応を考慮することなく行動する．(3) 限界収人＝限界費用となるように,生産量を決定する． (4) 平均費用曲線の最低点(F点)で生産が行われるわけではない． (5) 正しい．）
5.16 (l) 独占的競争は完全競争の4つの条件のどれが満たされていないか．

(2)独占的競争企業の短期と長期の均衡の相違を説明せよ. 
(3) 独占的競争市場と完全競争市場の均衡との相違は何か

（ヒント：(l)差別化があるので，同質性の条件が満たされない．他の条件：多数性，完全情報，参入退出の自由は満たされている． (2)レジメ5-4の解説を参照．(3) 独占的競争市場では,個々の企業は過剰生産力を有する.すなわち,各企業は平均総費用曲線の右上がりの部分で操業する.さらに,各企業は限界費用を上回る価格をつける.）
第6章　寡占市場とゲーム理論

寡占は独占と競争市場との間の市場モデルである．寡占では，独占や完全競争の場合と異なり，相互にライバルの反応が重要な影響をもつ．そのため戦略行動がみられる．これをどう把握するかにより，いくつかのアプローチがある． 競争型と協調型に分類できる．またゲーム理論を解説する．寡占市場の例は多い．自動車，家電，航空機産業，テレビの放送局など．
6.1　寡占市場のモデル

　競争型の寡占モデル．
1　ク－ルノ－モデル(Cournot Model)
(1)数量選択モデル―「企業は相手企業の生産量を与えられたものとみなし，相互に独立に利潤最大となる生産量を決定する」．各企業の決定変数は生産量．

・数量競争モデル：各企業が生産量を決め，全体の生産量に見合うように市場で価格が決まる．いったん生産量を決めると変更が難しい産業．例．農作物，鉄鋼，メモリー

(2) 反応関数：反応関数とは，ある企業が相手企業の生産量を所与(与えられたもの)として，自社の最適生産量を決定する関係を表すものである．各企業の反応関数の連立方程式を解くと均衡値が得られる．
(3) クールノー均衡の条件は，各企業の限界収入をそれぞれの限界費用と等しくなるよう生産すること．

企業1：ＭＲ1＝ＭＣ1　，企業2：ＭＲ2＝ＭＣ2　，
（参考：競争市場での企業の利潤最大化条件，Ｐ＝ＭＣ，独占市場の場合，ＭＲ＝ＭＣ）

(4)数値例　逆需要関数ｐ＝100－Ｑ，(Ｑ＝ｑ1＋ｑ2). 2企業(企業1・2)の費用関数；Ｃ1＝20ｑ1,Ｃ2＝30ｑ2
企業1の利潤：π1＝ｐｑ1－20ｑ1＝(100－ｑ1－ｑ2) ｑ1－20ｑ1＝－ｑ21＋(80－ｑ1) ｑ1
利潤最大化条件から，「企業1の反応関数」が得られる：ｑ1＝(80－ｑ2)/2　　(図6.1)

同様に企業2の反応関数：ｑ2＝(70－ｑ1)/2 　　(図6.1)

「クールノー均衡」は両曲線の交点Ｃ(ｑＣ1, ｑＣ2)である．2つの連立方程式を解く．均衡解：ｑＣ1＝30, ｑＣ2＝20
 (5) クールノーモデルの特徴

　①直接的な共謀がないときでも,均衡が成立し，ある程度の市場支配力が成立する．われわれの直感ともあう．
②だが，モデルの問題点がある．a複占企業はいつも独立的に行動するが,受身的で決して互いに競争をしないし,また協調もしない．b企業はすこぶる近視眼的で,均衡に到達するまで何度も同じ対応を繰り返し，学習効果が働かない．これらの点は現実的ではない．さらに進んだモデルは「ゲームの理論」．後の6.4で取り扱う．　

図6.1クールノー均衡　　　　　　　図6.2 カルテル　　　　　　　　　　　　　図6.3　屈折需要曲線
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2　ベルトランモデル(Bertrand　Model)
(1)価格選択モデル―各企業は互いの価格を所与とし，自己の価格を競争の戦略として行動する．最終的に落ちつく価格の組合せを「ベルトラン均衡」という．企業の決定変数は価格．

・価格競争モデル：各企業が価格を決め，消費者の選択で需要量が決まる．生産量の調整が容易な市場．例，外食産業．株式市場．
(2)同質財の複占モデルのベルトラン均衡は，
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(限界費用＝平均費用)；競争価格(超過利潤ゼロ)が成立．

ベルトラン競争では，各企業は価格切下げによって市場を支配しようとする行動をとる．その結果，均衡では，価格は限界費用，すなわち完全競争価格にまで低下する． 

(3) ベルトランモデルの特徴
・寡占でも，資源配分効率が実現される．クールノーモデルの結果と異なる．だが，現実の市場では価格競争が激しくても完全競争価格にまで低下しないケースも多い．その理由は，以下の条件が満たされないから．このとき，競争価格は成立せず．

①企業の販売量に上限がある，②企業間の長期的関係，③製品差別化の存在
3　シュタケッルベックモデル

(1)シュタッケルベルグ均衡は，一方の企業が先導者，他方の企業は従属者となって行動するときの均衡．

追随者は先導者の生産量を所与として最適生産量を決定し，一方，先導者は追随者のこうした行動を考慮に入れて最適生産量を決定する． 

(2)数式モデル．先導企業の利潤は，追随者がＱ(q)の反応曲線によって行動するとみるとき，ｐ(Ｑ(q))ｑ－Ｃ(q)

　となる．この利潤最大条件は，ｑで微分してゼロとおくと，以下の限界収入＝限界費用の関係，

　　        ｐ(Q)＋(dp/dQ)(dQ(q)/dq)q＝dＣ(q)/dq
　　となる．この場合，先導者の利潤はクールノーの場合より大きくなり，追随者より有利になる．
(3)しかし，もしどちらも先導者として行動すれば，均衡が決定できなくなる．また，いずれも追随者として行動し，相手が追随者となると仮定するとクールノー・ナッシュ解になる．
6-2 カルテル（共同行為）

寡占市場では「協調行動」も見られる．その協調型モデルの代表的理論はカルテルである．
1 カルテルの定義　

（1）「カルテル」とは, 競争を回避する目的をもち，企業同士が互いに拘束的な協定を結び実行すること．カルテルには「明白な協定」と「暗黙の協定」がある．互いに「意思の連絡」があれば,「共同行為」とみなされる．独占禁止法において,カルテルは「不当な取引制限」として,原則的に禁止されている．競争圧力が失われ，Ⅹ非効率性や動態的非効率性が発生するから．実際の例では，集中度の比較的高い産業でカルテルが生じやすい
（2）カルテルの種類には，さまざまな形態がある．

①「価格カルテル」販売価格についての取り決め
②「生産カルテル」各企業が生産・販売する量についての取り決め
③「販売条件カルテル」流通の各段階における販売方法や条件の取り決め
④「投資カルテル」各企業の投資水準についての取り決め
⑤「市場分割カルテル」各企業が独占的に供給する市場あるいは製品についての取り決め
⑥「入札談合」競争入札における落札者の事前取り決め（日本では法的措置の圧倒的多数を占める）
⑦「国際カルテル」国際市場で複数の企業間のカルテル

2 カルテルの理論
（1）共同利潤極大化：生産カルテルのケースを考えよう．企業１と企業2が互いに協定（共謀）を結んで競争を回避し,利潤の和（π１＋π2）を最大化する．

　カルテル（共謀）の条件は，独占市場のＭＲを各カルテル企業のＭＣ1，ＭＣ2と等しくなるよう生産すること．

すなわち，企業1：ＭＲ＝ＭＣ1　，企業2：ＭＲ＝ＭＣ2　，あるいは, ＭＲ＝ＭＣ1＝ＭＣ2

の条件が成立するように行動すればよい．
（2）モデル分析

　　　2つの企業が産出量の決定の際，共謀して全体の利潤を大きくするとしよう．いま，ｑ1＋ｑ2＝Qとおくと，産業全体の利潤は，ｐ(Q)Q－Ｃ1(ｑ1)－Ｃ2(ｑ2)　となる．これの最大条件は，ｑ1とｑ2で微分して，

ｐ(Q)＋Qdp/dQ＝dＣ1/dｑ1＝dＣ2/dｑ2
となる．右辺は限界収入であり，左辺は2企業の限界費用である．これは独占均衡の条件と同じである．2企業の費用が同じなら，各企業の生産量は全体の半分をシェアすることになる．
3 カルテルの限界
現実のカルテルは崩壊する場合がある（内部からの裏切り）．その要因を3つ示す．

①カルテルの崩壊の誘惑：個々の企業はカルテルの制約を守らず出し抜いたほうが利益は大きい． (図6.2)．右図はカルテルで決まった市場価格Pm．左図は個別企業のカルテル生産量qm．この企業はこのカルテル量を守らず，生産拡大すれば（qm‘）利潤は拡大するので，常にカルテル破りの誘因がある．

②新規参入．カルテルの超過利潤はカルテルに属さない企業をその市場にひきつける．

③独禁法による公的な摘発．カルテルは競争を阻害し,経済厚生を低下させるので原則禁止されている．最近，課徴金の引上げや課徴金減免制度(リニエンシー・プログラム)の導入(2006年,2009年)など,規制が強化されることによりカルテルの形成・維持は難しくなりつつある（第8章8.3参照）
6-3　その他の寡占理論

　　これまでにも多くの寡占モデルが提示されている．

1参入阻止価格：既存の寡占市場体制を維持するため，短期利潤を犠牲にしても，新規企業の参入を阻止できるような価格政策をとる．

2 屈折需要曲線：寡占市場における価格の下方硬直性の根拠を説明する．（図6.3）

ある企業が値上げするとき他社は値上げせず売り上げは大きく減る．つまり，需要弾力性が大．値下げするとき他社は追随するため，売り上げは伸びない．つまり需要弾力性は低い．この企業の需要曲線は図6.3のように屈折する．そのため限界収入曲線は図6.3のように不連続な形となる．

⇒限界費用ＭＣがFG間にある限り企業の利潤を最大限にする生産水準はq*であり､このとき､価格P*は硬直的．(ＭＣがＭＣ'にシフトしたとしても､価格P*､生産量y*は変化しない)

⇒企業の価格設定は現状維持（例：円高で多くのメーカーの原材料価格は低下した．だが，製品価格は低下しなかった）

3フルコスト原理：寡占企業は価格決定にさいして，平均生産費用ACに一定の目標利潤を含めたマークアップ率mを加算して価格を算定する．

      P＝(1＋m)AC
4プライス・リーダーシップ（価格先導制）

ある企業がその産業の価格設定の先導者となり,この価格に他企業が一定期間内に追随し,全企業が先導企業の設定した価格と密接に結びついた価格体系を設定する行動をいう．
これは｢暗黙の協定｣に基づいて実行されるので，「カルテルの偽装｣として成立する．例：新聞（全国紙）の購読料の値上げ，写真フイルム(ロールフィルム)．各社が順番に値上げの先導者となる暗黙の協定があった．
  5売上高最大化仮説
企業は，ある程度の利潤を確保すれば､むしろ利潤よりも売上高が最大となるように価格と生産量を決定する．
マーケットシェアの維持・拡大に全力を注いている企業にとっては,利潤最大化よりも売上高の最大化の方がより重大な関心事である．
6-4　ゲ－ム理論

寡占の理論は，一般の戦略的行動を取り扱う「ゲームの理論」の応用として発展している．あらゆる経済活動は, 自己の意思決定と他の主体の意思決定との相互作用の関係のなかで営まれている．そのため，経済活動を分析するには,経済主体の利害関係はどのような構造なのか,また意思決定の相互作用は,いかなる経済的な結果を生みだすのかを明確にする必要がある.これを分析するのが「ゲームの理論」である．

1　用語：　ゲームはプレーヤー，戦略，利得，情報により構成される． 

「プレーヤー(players)」：意思決定の主体．　

「戦略(strategies)」：選択可能な対象．

「利得(ペイオフpayoff)」：特定の戦略を選んだ場合の結果．

「情報構造」：意思決定の各時点における情報．誰が何を知っているか．

「標準型ゲーム」：すべてのプレーヤーが同時に行動する．プレーヤーの戦略と利得だけで,ゲームが記述される．

「ナッシュ均衡」：相手方の選択が所与である場合に,各プレーヤーの選択が最適であるような選択の組み合わせ．

ゲームにおけるすべてのプレーヤーにとって逸脱する誘因のない戦略の組．
「展開型ゲーム」，「部分ゲーム完全均衡」，「繰り返しゲーム」
2　支配戦略均衡　

・支配的戦略：相手がどのような手を打とうと､こちらにとって最良の戦略のこと．

　　　　　　表6.1　 価格設定ゲーム（カッコ内の数字は，前がAのペイオフ，後はBのペイオフをあらわす）
	　　　　　
	B　　高価格B1　　　　低価格B2

	A　 高価格A1
低価格A2
	（　3，　3）
	（　1，　5）

	
	（　5，　1）
	（　2，　2）


表6.1の場合．Aにとって有利になるのは， BがB1 をとると，AはA2をとり，5を獲得し，またBがB2 をとると，AはA2をとり，2を獲得する．Aにとっては､Bがいかなる戦略をとろうとも､低価格戦略A2を選択するのが妥当（支配的戦略）である．一方，Bにとっては､AがA1をとると，BはB2をとり，5を獲得し，またAがA2 をとると，BはB2をとり，2を獲得する．BはAがいかなる戦略をとろうとも､B2低価格戦略を選択するのが妥当（支配的戦略）である．以上により､AはA2を､BはB2をそれぞれの支配的戦略を選択するのが最適である．このとき (A2, B2)の組み合わせはがナッシュ均衡となる．
3　囚人のディレンマ．

　　AとBは共犯者である．両者は隔離され取調べを受ける．隔離されているから相互に相手の行動は予期できない．
　　前の例と同様にして，このゲームのナッシュ均衡を求めると，(自白A1, 自白B1)の組み合わせとなる．そのペイオフは（－3，－3）である．だが，両者にとって，もっと良い結果をもたらす均衡は(否認A2, 否認 B2)の組み合わせであり，ペイオフは（－1，－1）である．だが，各自が否認して刑を1年に軽くしようとしても，相手が否認するとは限らない．相手が自白すれば否認した方は5年の刑で重罰になり，一方自白した相手は無罪になる．こうした状況では，両方とも自白を選ばざるをえない．すなわち，自分の利益を優先して合理的に行動すると，両者にとってよい結果が成立せず，それより悪い結果になる．➩これを 囚人のディレンマという．

表6.2 囚人のディレンマ（ペイオフの数値は刑期の年数：－3は3年の刑期）
	Aと Bは共犯者
	B　　自白B1　　　　否認B2

	A　　自白A1
　　 否認A2
	（－3，－3）
	（　0，－5）

	
	（－5，　0）
	（－1，－1）


4 逢引のディレンマゲーム

AとBはデートを計画している．Aはサッカー，Bはコンサート行きたい．だが, 2人とも別々ではなく一緒がよいと考えている.互いに相手が自分の好むほうに付き合ってほしいと考えている.この表6.3のナッシュ均衡は2つある．(A1, B1)と(A2, B2)．➩ (ナッシュ均衡)はひとつとは限らない．

表6.3　逢引のディレンマ（Battle of sex） ゲーム
	A(男性) B(女性)
	B　　サッカーB1　　　コンサートB2

	A　　サッカーA1
コンサートA2
	（　3，　2）
	（　1，　1）

	
	（　1，　1）
	（　2，　3）


5 ミニ･マックス戦略

ナッシュ均衡の特殊形式としてミニマックス原理がある．各企業が最悪の事態を想定して､その損失が､最小となる戦略をとることをミニマックス戦略という．つまり，消極的ではあるが,手堅い戦略の決定方式である．

表6.4　ミニ･マックス原理
	(利得A,利得B)
	B　　　戦略B1　　　　　　　　戦略B2

	A　　 戦略Al
戦略A2
	(－3,＋3)
	(＋3,－3)

	
	(＋1,－1)
	(－1,＋1)


表6.4のゲームはナッシュ均衡となる戦略はないがミニ･マックス均衡が存在する．プレーヤーAが最悪の場合を考えると，戦略Alは､－3の利得となり､戦略A2は－1の利得となる．従って､Aは､このうち損失が最小となる戦略A2を選択する． 次に､プレーヤーBの最悪は､戦略B1では－1､戦略B2では､－3の利得である．従って､Bは､このうち損失が最小となる戦略B1を選択する．ゆえに､この時のミニ･マックス均衡は､(A2,B1)である． 
6 展開型ゲーム

・参入阻止ゲーム：表6.5は標準型ゲーム＝AとBは,相手の行動決定を知らずに同時に戦略を選ぶ．

このとき，ナッシュ均衡は(参入,協調),(退出,戦う)の2個になる．だが，下の展開型ゲームで考えると，解は１つに絞られる．
表6.5　参入阻止ゲーム

	　　
	B　協調　　　　　　　戦う

	A　参入する
退出
	（　4，　4）
	（－1，－1）

	
	（　0，　10）
	（　0，　10）


・展開型ゲーム：下の図6.4はプレーヤーの行動の順序が異なることを表現するゲームであり,「展開型ゲーム」とよぶ．このゲームは,「ゲームの樹(game tree)」によって表現する．丸はプレーヤの決定，そこから出ている矢印は戦略，右端の数値はペイオフをあらわす．

・まず，企業Aは行動を決める前に相手の策を予測して判断する．企業Aが参入すると（図の上の矢印の線），企業Bの戦略は協調を選ぶことが予想される．なぜなら，Bにとって協調の利得は4，戦う場合は－1の利得だからである．次に，Aが退出を選ぶなら（図の下の矢印の線）その利得は0である．したがって，企業Aは,事前に企業Bの行動を予想できる場合は，参入の4と退出の0を比較して，企業Aは，退出を選ばず，参入を選ぶ．したがって，このゲームの解は(参入,協調)であり，(退出,戦う)は解ではなくなる．ペイオフは（4，4）．

· 「ゲームの樹(game tree)」の解：部分ゲーム完全均衡：最後から解いていく（詳細はゲーム理論のテキストを参照）

7 繰り返しゲーム

（1）有限回の繰り返しゲーム

· 終わりの見えている有限回の繰り返しゲームは､1回きりのゲームと本質的に同じ．問題6.14参照．
（2）無限回の繰り返しゲーム

· ゲームが多数の期間にわたって無限に繰り返し行われる場合⇒（ひとびとは，終わりがわからない繰り返しゲームでは，相手をだまして一時的に利益を得るより，協調することを選ぶほうが得策と考える．裏切ると報復されるから，協調を守る誘因が発生する）⇒協調が生成する⇒昔から知られていた事実だから「フォーク(folk)定理」という．（詳細はゲーム理論のテキストを参照）
図6.4　参入阻止ゲーム

　[image: image30.png]0,10



　

練習問題

6.1　寡占企業の行動は，売り手独占および独占的競争企業と基本的にどのような点で異なるか.
（ヒント：寡占市場では，相互にライバルの反応が重要な影響をもつ．そのため戦略行動がみられる．）

6.2 寡占に関する記述のうち，誤りがあれば訂正せよ．(地方上級)

(1)クールノー複占は,複占者が価格の引下げ競争と引上げ競争を繰り返すモデルであり,均衡は成立しない． 

(2)屈折需要曲線の理論は,一つの企業が価格を上げるときは他の競争企業も追随するが,価格を下げるときには同調しないことを前提としている． 

(3)プライス･リーダーシップは,寡占企業において,主要な一企業が先導して設定した価格を他企業が正式な協定なく追随する協調的行動であり,その実質的な効果は価格カルテルと同じである． 

(4)マーク･アップ原理は,寡占企業が,限界費用に一定のマーク･アップを機械的に加えて,需要の変化に影響を受けることなく,価格を決定する方式である．
（ヒント：(1)数量競争モデルである． (2)値上げのとき同調しないが，値下げのとき同調する．(3)正しい．(4)平均費用をマーク･アップする．）
6.3　「クールノー均衡市場」　需要曲線が,D＝10－P〔D＝需要量,P:価格〕で示され,2つの企業がこの財を供給する．2つの企業の費用関数は同一であり,C＝X2〔C:総生産費,X:生産量〕で示される．クールノー均衡におけるこの財の生産量はいくらか．

 （ヒント：クールノー均衡では，企業1：MR1＝MC1　，企業2：MR2＝MC2　の条件を使う．

２企業の生産量をX1,X2とする．需要曲線より，P＝－(X1＋X2)＋10.　 ２企業の収入を求める．

　　R1＝P X1＝(－(X1＋X2)＋10) X1．R2＝P X2＝(－(X1＋X2)＋10) X2．　これより２企業の限界収入を求める
　　　ＭＲ1＝－2X1－X2＋10，ＭＲ2＝－2X2－X1＋10．他方，限界費用ＭＣは２企業とも同じ2Xである．

　MR1＝MC1，MR2＝MC2　とおいて解く．X1＝2，X2＝2.よって生産量X＝X1＋X2＝4）

6.4  6.1.1(4）のクールノーの数値例（31ページ）において，企業1が市場を独占するときの生産量を求め，クールノー解と比較せよ．（ヒント：π1＝ｐｑ1－20ｑ1＝(100－ｑ1) ｑ1－20ｑ1＝－ｑ21＋80ｑ1．利潤最大化条件から，ｑ1で微分して，－2ｑ1＋80＝0．ｑ1＝40. クールノーの解は50だったから，独占は生産量を減らしている）
6.5 屈折需要曲線の理論を，図を使って説明せよ．（ヒント：解説6.3.2（図6.3））
6.6　「カルテル：共謀」　　市場需要曲線が X＝－P＋90　である市場で, 2つの企業が同じ費用曲線；Ｃ＝X2＋10　で供給している．両企業がカルテル協定を結び，両企業の利潤の和が最大となるよう行動すれば，どのような価格を設定するか. （地方上級）

（ヒント：カルテル均衡では，企業1：MR＝MC1　，企業2：MR＝MC2　の条件を使う．

　市場需要曲線より，P＝90－X．収入は，PX＝(90－X)X．よって，ＭＲ＝90－2X．

費用曲線より両企業の限界費用は，MC1＝2X1　，MC2　＝2X2．

MR＝MC1の条件より，90－2(X1＋X2)＝2X1．MR＝MC2　の条件より，90－2(X1＋X2)＝2X2．

この2つの条件から連立方程式を解くと，X1＝15，X2＝15．を得る．この結果を市場需要曲線に代入すると，

P＝90－30＝60　が得られる．これが解．）
6.7「カルテルはカルテルメンバーが多くなるにつれて崩壊しやすい｣．その理由を説明せよ．

（ヒント：6-2の解説を参照．企業数が多くなると，企業間の意思の疎通が難しくなり，またカルテル破りをモニターしにくくなる．そのため，カルテルの形成・維持が困難になる）

6.8　ライバルがいるとき囚人のディレンマが生じやすい．次のケースを囚人のディレンマとして説明せよ.
①会社内の出世競争，②飲料メーカーのマーケット･シェア競争，③企業の就職協定
6.9　最低価格保証：「他店よりも高い商品があれば，他店と同じかそれよりも安くします」という最低価格保証の戦略がある．これは，家電量販店でよくみられ，激しい価格競争をしているように見える．しかし，その行動をゲーム理論的に考えると逆の結果が得られる．説明せよ．

（ヒント：ある店Aが, 最低価格保障を宣言したとする．そのとき，ライバル店Bは値引きしても，店Aもまた値引きするためその店よりも安く売れず，したがって客を増やすこともできない．店Bは，店Aとの価格競争の意欲をなくす．その結果,店Aも低価格をつける必要がなくなり,価格競争は緩和される.このように，最低価格保証の価格戦略は「暗黙の共謀」として，反競争的な影響を市場に与える）
6.10　ジョンとメアリーは恋人である．ジョンは野球が好きで､1人で行くときの満足は6である．一方､メアリーは美術館めぐりが好きで､1人で行くときの満足は6である．両者がいっしょに野球観戦をすれば､ジョンは12､メアリーは11の満足度が得られる．また､ジョンが1人で美術館めぐりをするときと､メアリーが1人で野球観戦するときの満足度はともに4である．さらに､ジョンとメアリーが一緒に美術館めぐりをするときの満足度は､ともに9である．このとき､ ナッシュ均衡の組合せとして正しいものはどれか．ただし､両者は､ 必ず､野球観戦か美術館めぐりのどちらかを選択するものとする．

（ヒント：上の関係を利得表にまとめる．それからナッシュ均衡の組合せを求めると，(12,ll)､(9,9) を得る）
	メアリー

	
	野球
	美術館

	ジョン
	野球
美術館
	(12,ll)

(4,4)
	(6,6)

(9,9)


6.11 次の戦略形ゲームのナッシュ均衡を求めよ．（ヒント：ナッシュ均衡は2つ．（A1，B2）（A2，B1））

	Aの戦略

	チキンゲーム
	A1
	A2

	Bの戦略
	B1
B2
	(4,4)

(6,0)
	(0,6)

(－2,－2)


6.12 次のゲームは日本とアメリカの貿易関係を示している．
	
	
	アメリカの決定

	
	
	低率関税
	高率関税

	日本の決定
	低率関税
	アメリカも日本も250億ドルを得る
	・アメリカは300億ドルを得る

・日本は100億ドルを得る

	
	高率関税
	・アメリカは100億ドルを得る

・日本は300億ドルを得る
	アメリカも日本も200億ドルを得る


(1)日本とアメリカの支配戦略は何か説明せよ.

(2)ナッシュ均衡を定義せよ.貿易政策におけるナッシュ均衡は何か.

(3)日本とアメリカが自由貿易協定FTAを結んで同時に貿易障壁を削減することに合意したとする．この例の場合,この貿易政策FTAへの決定は正当化できるか.
（ヒント：（1）日本もアメリカも支配戦略は高率関税政策．(2) アメリカも日本も200億ドルを得る（囚人のディレンマ）．(3) FTAのときアメリカも日本も低率関税政策．ともに250億ドルを得る．）

6.13　次の表は,企業Aと企業Bの広告戦略がもたらす利得表である．表中,たとえぱ,(18,2)は,企業Aの利得が18,企業Bの利得が2であることを表している． A,B両企業は,広告において協調行動はとらないと仮定したとき,両企業の戦略に関する次の記述のうち,妥当なのはどれか．（地方上級）
	
	
	Bの広告行動

	
	
	広告支出の据置き(戦略B1)
	広告支出の増加(戦略B2)

	Aの広告行動
	広告支出の据置き(戦略A1)
	(10,10)
	(2,18)

	
	広告支出の増加(戦略A2)
	(18,2)
	(5,5)


(1)  A,B両企業の利得が等しくなる戦略の組(A1, B1)と(A2, B2)がともにナッシュ均衡となり,両企業ともいずれかの戦略の組を選ぶことになる． 

(2) A,B両企業の利得が等しくなる戦略の組のうち,利得の大きい組(A1, B1)がナッシュ均衡となり,両企業ともこの戦略の組を選ぶことになる． 

(3) A,B両企業が互いに選んだ戦略が予想したものと一致する組は(A2, B2)であるので,両企業ともこのナッシュ均衡と呼ばれる戦略の組を選ぶことになる． 

(4) この利得表のケースは｢囚人のディレンマ｣と呼ばれるケースであり,したがって,A,B両企業ともいずれの戦略をとるかは確定できない． 

(5) この利得表のケースでは戦略の組(A1, B2)がパレート効率的であるので,両企業ともこの戦略の組を選ぶことになる．

　　(ヒント：まず表から，ナッシュ均衡を求める．戦略（A2, B2）がナッシュ均衡である．これから，問題の解は(3)．他はすべて間違い)
6.14　チェーンストア・パラドックス： いま，チェーンストアBが，すでに10店舗店を出しているとき，新規企業Aが,それぞれの地区に参入するゲームを考える．表6.5の参入阻止ゲームと同じペイオフ表を想定して，このゲームの均衡を考えよ．

（解：最後の10番目の地区の参入阻止ゲームを考えると，その後の参入企業を考える必要がないので,10番目の地区でのゲームは,1回限りの参入阻止ゲームと同じように考えられる．その結果,Aは参入し,Bは協調を選ぶ． 次に,第9番目の地区を考える．第10番目の地区では(参入,協調)が選ばれるので最後の結果を考える必要がない．そこで第9番目の地区では,やはり1回限りのゲームと同じ行動をとる．Aは参入し,Bは協調を選ぶ．結局，はじめの地区まで,すべての地区で,Aは参入し,Bはそれを黙認することになる．

　このように終わりの見えている有限回の繰り返しゲームは､1回きりのゲームと本質的に同じである．直感的には，既存企業がすべての地区で協調するだろうかという疑問がわくので，この結果をチェーンストア・パラドックスという）．
6.15　ゲーム理論の応用：以下の現象をゲーム論の考え方で説明せよ．
(1) 高度成長期の日本の企業では，協調的な長期雇用が主流であった．

(ヒント：繰り返しゲームと協調＝成長下では将来の利益が期待できるため，協調関係が生まれる．6.4.7の無限回繰り返しゲームの説明を参照せよ）
(2)地方のデパートは店構えが大きい．　(ヒント：規模を大きくすることで新規参入阻止を図る．自分自身をある一定の行動に縛りつけてしまうこと．これをコミットメントという＝ゲーム理論のテキストを参照）

第7章　市場行動—マーケティング戦略
差別化と垂直支配
市場では,価格や供給量をめぐる企業間の多様な競争がある．企業が市場でとるさまざまな戦略はマーケティングともいう．初めに競争環境とマーケティングの最適戦略を解説する．次に主なマーケティング戦略を4つ（価格，製品，広告，流通）考える．まず第2節で価格差別化の問題を取り上げる．第3節で，製品差別化の問題を考える．第4節は広告・販促活動を取り上げる．さらに，第5節はメーカーと流通チャンネルをめぐる垂直的な競争を考える． 

7-1 競争環境とマーケティング戦略

　企業から見た市場の競争は多次元にわたる．自社を取り巻く市場を「競争環境」として理解する．
1　企業の競争環境

　(1)ポーターPorterによる競争環境：5つの競争要因に分類できる．　表7-1と図7-1を参照．
　　　　　表7-1　 Porterによる競争環境　　　　　　　図7-1　競争の5つの要素
	A 垂直関係： 

1 原材料市場での売り手側の交渉力
2 生産物市場での買い手側の交渉力
3 同業他社の競争圧力
B 水平関係： 

4 新規参入の脅威
5 代替技術の脅威

企業はこうした5つの競争要因に囲まれて､利潤を追求する．
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図7-1の横軸は，企業がコミットする生産要素市場と生産物市場との関係を表す．　　　

図7-1の縦軸は，企業がさらされる競争の条件を表す．
(2)例：日本の電機メーカー（パナソニック，Sonyなど）

1 原材料市場（部品業者，インテルなどとの交渉）．2 生産物市場（ヤマダ電器などとの交渉）．3 同業他社（サムソン，Dell．）4 新規参入（韓国・中国企業の参入）．5 代替技術（新技術：プラズマ，燃料電池）
2　マーケティング・ミックスの決定

(1) 4つのP：企業は市場での需要ｑに影響するいくつかのマーケティング戦略を持つ．主なものは，価格ｐ，製品開発Q，広告支出A，流通サービス支出Dなど．これらを4つのP（Price,Product, Place,Promotion）ともいう．

(2) マーケティング・ミックス(価格・製品・広告・流通)の決定方法．4Pの変数を（P,Q，A,D）であらわす．これらの戦略（P,Q，A,D）をどのように組み合わせて決定すればよいか．⇒マーケティング戦略変数の意思決定の問題．
3　ドーフマン・スタイナーの公式
マーケティング戦略変数の最適決定の問題．これにはドーフマン・スタイナー(Dorfman and Steiner)のモデルがある．需要曲線を　ｑ＝ｑ(p，Q，A，D）とすると，以下の公式を導出できる．

[image: image32.wmf]i

x

/(
[image: image33.wmf]pq

)＝
[image: image34.wmf]i

e

/
[image: image35.wmf]p

e

 

(1)公式の意味：売上高
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に対する各マーケティング支出ｘiの最適比率は，需要の第
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マーケティング支出に関する弾力性εi，と需要の価格弾力性εＰの比率によって決まる．
(2)例：企業が売上高
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との対比でどれだけ広告費ｘiをかけるのが最適かの問題．ドーフマン・スタイナーの公式より，需要の広告弾力性εiが高く,需要の価格弾力性εＰが低いほど,広告費を多く投入する．逆に,需要の価格弾力性εＰが高い場合には,マーケティング支出によるよりも,値引き販売による方が有効．他の支出項目も同様．
7-2 価格戦略：価格の差別化
１　価格差別

(1)生産の費用が同じであるが,買手の属性(性別,所得,年齢,場所,時間など)の違いに応じて,同一製品を異なった顧客に異なった価格で販売することを「価格差別」という．このとき買い手が異なるとそれぞれの留保価格が相違するから，異なる価格で販売できる．

一方，競争市場では「1物１価」だから差別化できない⇒価格差別できる条件は何か？
(2)価格差別の成立条件；

①独占力の存在，

②買い手の異質性の存在：所得や好み（需要の価格弾力性）の違いを反映して,消費者が商品に支払ってもよいと考える価格（留保価格）は異なる．

③買い手間の転売不能：買手間での商品の転売が行われると,安く購入した主体が他の買手に商品を転売して儲けようとする裁定行為によって,価格差別が実行できなくなる.
　　一般に，「もの」より，「サービス」の分野において価格差別がよくみられる．理由は，サービスの利用は時と場所とが指定されており，買い手間の転売がむつかしいから．例．航空券，医療，美容サービス
図7-2簡単な二部料金　　　　図7-3多部料金（区画料金）　　　　図7-4グルーブ別価格差別
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2　価格差別の種類

　価格差別は以下のように分類される．

・完全価格差別，数量差別，市場差別．（それぞれ，第1種，第2種，第3種ともいう．これは，ピグーの3分類．種はdegreeの訳，級という場合もある）

(1)　完全価格差別〔第１級〕：売り手が需要量1単位ごとに消費者の留保価格（買手が支払ってもよいと考える最高価格＝受入可能価格）で販売する．消費者余剰はすべて独占企業に帰属する（これは不公平）．したがって，総余剰はすべて生産者余剰として実現される．だが，効率的な生産量が実現する（限界費用価格で生産するから）．

・すべての消費者の留保価格を知る必要があるため,一般に，完全価格差別を実施するのは困難

（だが，最近のＩＴ技術を使うカードやインターネット取引は，売り手に顧客の属性や購買履歴を蓄積させ，顧客に見合った価格の設定を可能にする．これがＩＴ時代に価格差別が重要になる理由である　）

・完全価格差別の概念は，ベンチマーク（基準）として使われる．

(2)　数量差別〔第２級〕　買手の需要量の大きさに応じて価格差別をする．差別の仕方には，逓減型料金と逓増型料金がある．次の3つのタイプを説明する．A二部料金，Bブロック料金　C　非線形価格

A「二部料金(two-part tariff)」購入量に依存しない基本料金Rと購入量ｑに比例して課せられる従量料金ｐの2つの部分からなる． 

料金T＝基本料金R＋利用料金ｐｑ

逓減料金制である：消費量ｑを増やしていくと単位あたりに支払う平均費用T/ｑは逓減する

・例：二部料金は①公共料金に広く使用される．電力，ガス，電話，水道などは基本料金と使用量料金の二部のセット料金制．②タクシーは初乗り運賃と走行距離料金，③自動車のレンタルは基本料金と利用料金．④ゴルフやスポーツクラブは会員料とプレイの料金と二部料金制．⑤二部料金は「ディズニーランド料金」ともいう．テーマパークや遊園地にも適用．ディズニーランドは入場料金を払い，さらに利用料を乗り物料金として払う． 

・二部料金の特徴：

(図7.2)：二部料金は最善解と収支均衡を同時に達成できる． F点は収支均衡の平均費用価格．だが厚生最大ではない．E点(＝限界費用価格)は厚生最大．だが斜線部の赤字が発生．二部料金にすると，赤字分は基本料でまかない，しかも限界費用価格(ＭＣP)で厚生最大(E点)を実現する．二部料金は平均費用価格原理よりも厚生を改善できる．

・二部料金の応用例：赤字のローカルバス，そのままでは，存続できない．このとき，赤字部分を公的に負担し（基本料金を税金で負担），運営費は利用者の使用料でまかなうことにすれば存続可能．社会資本＝鉄道，高速道路の場合は，赤字となる資本設備を公的に整備し，運営費は利用者の使用料でまかなうことで資本整備が促進される．
・二部料金の問題：市場にはいろいろなタイプがいる．一律の基本料金は一部の消費者を利用から排除する．さらに，

低所得の消費者ほど基本料金の負担は大きい＝逆進性の存在が問題．
B「ブロック（区画）料金」，

二部料金では従量価格は均一．この従量価格を消費量水準に応じていくつかに区切って変えると「多部（区画）料金」という．料金をいくつかの購入量にわけ，それぞれに別の価格を設定する＝「ブロック料金」

①逓減型ブロック料金　(図7.3) 従量価格が消費量とともに逓減　例1：産業用電気，ガス，水道の使用料金

 例2：コーラ・ビールのボリューム別販売；大きなビンほど単価が安くなる．ボリューム・ディスカウント

②逓増型ブロック料金（政策的料金設定）例：家庭用電気は逓増料金＝資源節約型

　逓増型のときは，買手に転売（安く買える人が高く買う人に転売する）の誘因があるので，売手にはそれを防ぐ仕組みが必要．電気．ガス・電話はラインで買い手を管理することが可能なので転売を防げる．
　C　非線形価格

　　二部料金やブロック料金などは利用料によって単位料金が変わるので非線形価格という．（線形料金は購入量にかかわらず単位料金は一定）．ITの利用により非線形価格の可能性は高まる．カード・電子マネーは使用者に応じた細かな割引制をとることができる．例：電器店のポイント制，デパートのカード会員割引．
(3)　市場差別〔第３級〕買い手の需要の弾力性の違いに応じて，いくつかのグループに分けて価格差別を行う．「グループ別差別」ともいう．
・例：2つの市場の場合：D1の需要の弾力性はD2の弾力性より大きい．限界費用は同じ．　

独占利潤最大条件から，公式　MR1＝MR2＝ＭC：p1 (1－1/
[image: image42.wmf]1

e

)＝Ｐ2 (1－1/
[image: image43.wmf]2

e

)＝ＭC(＝ｃ)
この公式から，需要の弾力性が高い市場ほど，価格を低く設定．需要の弾力性が低いほど，高い価格を設定．
(図7.4)のケース，右の市場1は左の市場2より需要の弾力性が高い（
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）⇒価格の設定は　P1＜P2　 
・市場差別の例
①グループ別：学割，子供料金，女性割引．

②時間別：ホテル，リゾートのシーズンオフ料金，早朝割引,タクシーの深夜割増料金．

③地域別：ブランド料金．欧米より日本では高く設定する．日本では需要の価格弾力性が低い(価格を多少高くしても根強い需要がある)
3　その他の価格差別
(1)動学的（時間的）価格差別：（時間差を利用した価格差別）製品の販売開始から,時間の経過に応じて価格を変化させる．下の①と②

① 浸透価格政策；製品の発売時点では低価格を設定し,ある一定の期間が経過すると,価格を引き上げる．はじめ低価格にして市場浸透と評判を確立し，将来の需要を拡大する．

例；ソフトの期間限定セール,食料品や医薬品の無料サンプルの配布
②上澄み価格政策；発売時点では価格を高めに設定し,時間の経過とともに次第に価格を割り引く．例，百貨店の衣料品のバーゲンセール；シーズンはじめには,商品は豊富だが値段が高い.シーズン末まで待つと低価格で買えるが,商品が売り切れる.確実に欲しい消費者は,シーズンはじめに高価格で商品を購入する．安く買いたい消費者は,バーゲンセールを待って安く買う．これは買手の自己選択をべ一スにした時間的な価格差別．

(2)商品を組み合わせる
③「抱き合わせ販売(commodity bundling)」：複数の商品をセットで販売する．例；コンピュータとソフトの抱き合わせ販売．セット製品の価格は,単品価格を合計した価格よりも安くする．
　数値例：下表7-2　・単品で売る＝価格を12(収入は24)．価格10(収入は40)．セット売り＝価格22(収入は44)．セット売りにより収入は増加する．　　　　　表7-2　抱き合わせ販売
	消費者のタイプ
	商品1
	商品2

	A

B
	12
10
	10
12


4　自己選択による価格差別

買い手に複数のオプションを与えて,買い手自身の「自己選択」(セルフ・セレクション)をもとに価格差別する．
　① クーポンによる価格差別：スーパー，レストランは新聞，パンフなどでクーポンを配布．クーポンを提示する顧客にだけ割引する．彼らは需要の価格弾力性が高い(価格感応度の高い)消費者だから安売りし，クーポンを利用しない客は価格弾力性が低いので高い価格で売る．クーポンは自己選択の手段として使われる．

　② インターネット割引：ホテルや航空券，パソコンの販売では,インターネットを通じて申し込むと割引が適用される．ネットの客のほうが価格感応度が高いので割り引くのである．

　③ランダムプライシング：割引セールをすると，価格に敏感な客はセールの日だけに買い物をし，敏感でない客はセールでない日でも買い物をする．割引セールの日をランダムに選ぶことで客を識別し，価格差別を実施する．
5　価格差別の評価　意義と限界は？

(1)意義：企業にとって，価格差別は利潤獲得の不可欠な戦略．この利潤獲得により，企業は，生産が可能になり，新しい商品やサービスが登場する場合もある．最近のＩＴ技術の発展は価格差別の範囲と役割を大きく拡大した．
(2)限界：①実行の問題--価格差別は消費者に「再販市場」の確立を促す．これは価格差別を弱める
②倫理上の問題--客が価格差別を不公平と感じて，不満を持つ．

7-3　製品戦略：製品の差別化

1　製品の差別化の意義

(1)企業が競争を生き残る方法は，①さらに値下げ，②ライバルを消滅させる，③他社と違うことをする．

①は同質競争を強化すること．企業は疲弊し倒産する可能性がある．②は合併・吸収など．だが実現困難な場合が多い．残る手段は，③ライバルとの違いを出すこと．これが「製品差別化」である．

・製品差別化は非価格競争ともいわれる．
(2)定義：財・サービスが不完全代替の関係にあることを「製品差別」と呼ぶ（同質財とは生産物の間に完全代替が成立すること）. 製品差別とは買手の側からみてそれぞれの財・サービス間に主観的および客観的な差異が存在することである.他の企業と同じものを売っている限り､常に他企業との競争に巻き込まれる．だから企業は製品差別をするインセンティブがある．

⇒単一製品政策よりも製品多様化政策のほうが,企業の利潤が大きくなる. 

・製品は耐久性や品質,色,デザインなどの多元的な製品特性の束である．

　製品特性の多様な組み合わせを「ポジショニング」という．　
・「市場細分化(market segmentation)」：売手は異なった製品と価格の組合せを提供して消費者の自己選択を促し,消費者の購買行動を通じて結果的に消費者自身に自己の属性を顕示させる．

(3) 差別化の要因：

①財・サービスそれ自体の特性　（製品の物理的特性の差異：製品の品質や機能,色,デザイン）
②付随サービス；アフターケア,配送,情報提供　

③取引条件の差異

④ブランド：他人に対する見せびらかし効果，品質や安全性についての保証効果

2　製品差別の種類

(1)　 水平的差別化(horizontal differentiation)；製品バラエティの差．製品の色やデザイン
⇒買手の選好序列(嗜好)の相違に基づく製品差別である．  
(2)　 垂直的差別化(vertical differentiation)；製品の品質の面において多様化すること．例：耐久財の寿命．パソコンの記憶容量．

⇒これは選好の強さの相違に基づく製品差別である． 

3　製品差別化の原理
企業が製品の差別化をする誘因は，A 相手の企業から客を奪う：B 価格切り下げ競争を避ける．

・A の問題．「ホテリングの線分市場」(製品選択の企業間競争)：同種の製品を販売する2つの企業．
価格競争がない（価格が等しい）と仮定すると相手の企業からできるだけ客を奪おうとする．各消費者の希望する製品特性が,[0,1]区間上に一様に分布している．消費者は,希望する製品特性に近い方の製品を購入する．各企業の選択する製品特性は近づき,共に中点の1/2の製品特性を選ぶ．中間の値が均衡解．いずれの企業にも製品特性を変更する誘因が存在しないので，企業間競争の均衡となる．これは，①「差別化最小原理」という．

その例；製品の模倣的な同質化，テレビ番組の類似性，政党の政策内容の類似性
・B の問題．価格競争があるとき製品差別化を大きくする．ライバルが同質の製品で競争すると，ベルトランの価格競争が厳しくなり利潤がゼロになる．値下げを避けるため製品差別化を大きくする．②「差別化最大原理 」という．　　

例， 店舗立地；おなじ場所に立地すると同質になり値下げ競争が激化．差別化⇒両端に移動する

4　価格競争と差別化戦略：企業は，製品のⓐ種類（水平的差別化）ⓑ品質（垂直的差別化）ⓒ価格（値下げ競争）の3つの側面で競争している．価格競争があるとき，値下げ競争を回避するため，製品の種類や品質を差別化する．差別化最大原理が成立する．一方，価格競争がないとき，他企業から客を奪うため，製品の種類を最小化する．

5　日本市場の特徴：欧米と比べて，協調的行動が見られる．価格競争と製品差別化の関係

A　「共生」：これが日本型市場経済の特徴といわれた．だが，一方で，サービス競争(非価格競争)が激しい．価格競争はおだやかな傾向．

例１；ⓐデパート．ⓑガソリンスタンド．-----ただのサービスが多い．高価格である． 

　このサービスは「おまけ」型．価格競争を避けるためと考えられる．価格硬直性があるとき，価格は高止まり，利潤が残る．そのため， おまけサービスができる．（だが，最近，ガソリンスタンドはセルフサービスが増えた）他の例，車の販売．付属品や登録サービスをおまけとして無料でする．―これらは，特定の客をターゲットにしたローカル型といえる．

B　 最近では別のタイプの競争型が登場：
例2；ディスカウントストアー．一般客をターゲットにしたグローバル型．多くの客の好みに合わせる．低価格，大量販売．⇒従来の協調傾向から，M&Aなどの激しい競争も見られるようになっている．

7-4広告・販売促進：差別化の手段

広告活動はマーケティングの1つの手段．広告概念は，近代における商業資本や産業資本の成立，市場経済拡大の中で育まれた考え方．

1　広告・販促活動：顧客に製品を知ってもらう．企業の製品差別化の手段．

　A目的：買手に特定の製品に主観的なイメージを持たせる（認知度アップ，イメージアップ，売り上げアップ）

　B内容：広告，販売員活動，パブリシティ(広報)，販売促進
・プル型(買手に来てもらう：広告，宣伝)
　・プッシュ型(買手に直接アプローチする：販売員を利用，訪問販売)
C　広告人（広告活動の関係者）①広告主②広告会社 (代理店)③媒体社（メディア）④支援機関(コンサルタント)
①広告主：自社の製品・サービスを販売するために，広告計画をたて，広告制作し実施する．

②広告会社 (代理店)：広告主の委託に基づいて専門サービスを提供する．

③媒体社（メディア）：自社のタイムやスペースを広告主に売る．

④支援機関：広告コンサルタント，制作会社，調査会社，スタジオ，印刷所など
　問：広告･宣伝費の大きな企業は何か？　トヨタ自動車，松下電器，ホンダ，花王

　問：日本の代表的な広告会社は何か？　電通，博報堂，ADK

2　広告の機能　広告はミクロレベルでは企業活動の1つだが，マクロレベルでは市場競争を促す手段として働く．
①コミュニケーション機能：認知度アップ，イメージアップ
②マーケティング機能：市場シェア争奪，需要の創出，売り上げアップ
③顧客との関係強化機能：ブランド育成，競争優位を確保

④社会的な付加価値機能：副次的な機能．エンターテイメント，流行やライフスタイルを作る

これらの4つ機能は相互補完的
3　広告の種類　多様な分類が可能

　A　多様な分類

①系譜分類(自家広告，マスコミ媒体広告，オンライン広告)(小売り広告，ブランド広告，企業広告，IR広告)．

②規格分類，サイズ(スポット広告，番組広告，PT広告)タイム(臨時物広告，契約物広告)
③類型分類(文字広告，映像広告，音声広告)(印刷広告，電子広告，自家広告)
B 広告と類似概念

①宣伝：プロパガンダ．(buy meの活動)
②PR：パブリック・リレーションズ＝顧客や取引相手，地域住民，株主などとの関係を良くするために行う活動

（Love me　活動という）
③パブリシティ：(広報)目標の相手に周知させること

実際には，広告，PR,宣伝などは同じ意味で使われる．

C　広告媒体(メディア)　TV,ラジオ，新聞，雑誌，インターネット，（屋外，交通機関）

広告費の内訳：マスコミ4媒体(新聞，雑誌，テレビ，ラジオの順)が全体の約3分の2，SP・その他が約3分の1．最近は，電子媒体が増加．インターネット広告は双方向的．電子取引（クレジットカード），ブロードバンド
問：それぞれのメディアの特徴は？

問：メディアミックスとは何か？

4　販促SP(セールスプロモーション)活動

広告は一般に人を介さないのに対し，プロモーション活動は顧客とのコミュニケーションを通して訴える．　

目的：短期的，即効的に購入を促す販売促進活動(通称，販促)
種類：プレミアム(景品)，サンプリング，コンテスト，クーポン，値引き

　日本では，SPは広義の広告活動に含める．

5  広告と厚生

　広告の主要な機能　①情報提供機能，②説得的機能

A　広告の情報提供機能 :消費者の財の情報を探索する費用が軽減される（社会的なメリット）

　　　　市場競争を促進，消費者の厚生を増加する．
B　広告の説得的機能：消費者に無駄なものを買わせる可能性．広告にたいする否定的な見方（社会的な無駄）
J.K.ガルブレイス：「依存効果」広告は消費者の欲望をこね上げる．市場競争を阻害する． 

7-5 流通のコントロール：垂直的取引
市場の垂直構造：企業が生産して消費者に届けるまで，多段階取引の垂直的な連鎖＝「垂直取引」がある．

これは流通システムの問題．ここでは，流通チャネルの選択，垂直統合，垂直取引制限，を考察する．
1　流通の役割

(1)流通は多様で複雑．メーカーと消費者をつなぐ中間流通の役割

　　　伝統的な流通ルート：メーカー（生産者）→卸売り（問屋）業者→小売店→消費者

　　　多様なルート．例；系列販社の利用（資生堂），訪問販売(ポーラ)，通信販売（再春舘），ネット販売

・中間流通（＝卸）機能は以下の3点に要約される：

①需給調整機能，②助成的機能(信用供与，リスク負担)，③市場移転機能（運送・保管）

　例：中間流通の担い手＝問屋の介入は取引件数を大幅に減らす．メーカーが10社，小売店が1万あるとき，直接取引をすれば，10万件の取引になり，取引費用や流通費用が膨大．だが，メーカーと小売店の間に問屋が1社入ると，取引のハブの役割を果たして全体の取引件数が大幅に減少（1万10件）．ハブ･アンド･スポーク（11章参照）
・現在，問屋の機能はメーカーの販社や大型小売業の物流センターも果たしている．

・日本の流通の問題点：中間流通の生産性が低い（問7.17）

(2) 流通チャネル（経路）の3つのタイプ

・「開放的チャネル」：できるだけ多くの店に商品を配置する．買手の購入頻度の高い最寄(もより)品(食品，日用雑貨など)に多い． 

　　　特徴：企業のコントロール力は弱い．
・「排他的チャネル」：特定の小売店に限定して商品を配置する．買回り品（自動車・家電製品・化粧品など）に多い． 特徴：ブランドイメージを維持する．アフターサービスが容易になる．企業のコントロール力は強い．

・「選択的チャネル」：上の二つの中間・ミックス
2　垂直統合

垂直取引構造：「垂直統合」と「垂直支配：垂直的取引制限」が問題になる．「垂直統合」は企業が垂直的な関係にある部門を企業の内部に統合すること．企業はその便益と費用を比較して統合か独立かを決定する．①市場を通して外部から購入する取引か， ②内部組織を通じた取引かの選択．
(1)垂直統合のメリット

　①企業情報が統合により有効に活用される．

　②統合により相手の機会主義的な行動を回避できる． 

相手企業に合わせた投資を「関係特殊資産」という．いったん投資すると取引相手にロックインされる．相手から値下げを要求されても受け入れざるを得なくなる．「ホールド・アップ問題」という．統合はこのような損害リスクが減る．

　③外部性の内部化（メーカーによる製品の広告成果は小売部門の統合により取り込める）
⇒効率の向上：統合される企業双方の利益を高め,消費者の利益も高める⇒経済厚生は高まる．
(2) 垂直統合のデメリット：

　① 市場競争が弱まる＝市場支配力の拡大
　　・垂直統合によりメーカーの販路管理は強化され，メーカーによる価格差別が容易になる．例：90年代円高で内外価格差が拡大したブランド商品はメーカーの流通関与が大きくなった．

・競争企業のコストを高めることを目的にした垂直統合．このとき効率的な新規企業の参入が阻害される．

⇒市場支配力拡大目的の統合は経済厚生を低める．
　② 統合した企業は効率性向上へのインセンティブが弱くなる

③ 他の企業との取引機会が制約される

(3)例：鉄鋼業は,製鉄,製鋼,圧延といった段階に分かれる｡これらが1つの企業によって統合されるのは,統合されれば各段階で生じる冷却,輸送,再加熱の費用を節約できるから．電力（発電・送電・配電の統合）

他にも，自動車産業の部品調達．アパレルメーカーの小売分野の統合．
3　垂直支配：垂直的取引制限　（表7-3）
(1)「垂直的取引制限」：メーカーが流通企業の自由を拘束し,またその企業間の競争を制限すること．所有関係は独立しているが垂直的関係にある企業が他の企業の行動に制約を課す取引慣行．例：代表的産業として,自動車,家電製品,化粧品が挙げられる． この垂直支配関係はメーカーと小売の双方にメリットがある．

垂直的取引制限は表7-3 のように分類される．
A：ブランド内の価格競争を制限する(再販)．

B：非価格競争 (テリトリー制，専売店制)により，小売業者にある程度の価格支配力を与える． 

(2) 再販売価格維持＝「再販」（表7-3 のA）
｢再販売価格維持」：メーカーが，自社製品の再販売価格(小売業者の販売価格)を指定し，維持すること．小売の価格設定は制限される．

・再販指定商品：独禁法の適用が除外された商品．最近，見直しされ，化粧品,医薬品等の適用除外が削減･縮小された．現在は著作物（書籍･雑誌,新聞, 音楽レコード，テープ,CD）だけが指定されている．欧米では，再販適用除外制度は全廃された国が多い．
・[再販売価格維持の根拠]として次のようなものがある．

① カルテル仮説：メーカーは再販売価格カルテルを形成し，出荷価格の引き下げを回避する．指示した小売価格を守らない小売業者に対して，出荷停止などのペナルティを科す．各メーカーは再販の導入によりカルテル破りの出荷価格の引き下げを阻止できる．
②小売カルテル仮説：この仮説は,小売業者が価格カルテルを組み，実効性を与えるための手段として再販の導入をメーカーに対して要求する．
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表7-3　垂直的取引制限　　

(3) 非価格制限（表7-3 のB ）
① テリトリー制(顧客制限)：メーカーが，小売業者の販売エリアを指定，あるいは取引相手を限定すること．これは垂直的な地域制限である．

② 専売店制 (排他的取引)：自社製品を特定の販売業者にまかせて取り扱い商品を制限する．また他社の製品の販売を禁止する． 例，自動車のディーラー・システムや家電製品の系列店チャネル，コンビニやファースト・フードなどのフランチャイズ・システム＝(フランチャイズ制：フランチャイズ料をともなうテリトリー制)は，再販と同じ経済的効果をもつ)．

③ 抱き合せ取引：ある財の販売を,その他の財の販売と結びつけることを条件とする取引．
④ 一店一帳合制：小売店の仕入先を特定の卸売業者に限定すること．小売店は自由に卸売業者を選べない．

例：ビール（ビールメーカーは全国にある問屋にビールを卸し，その問屋が小売店に売る）

⇒実際には,メーカーはこれらの垂直的取引制限の形態を個別に採用するのではなく,それらを組み合わせることによって,流通系列化を実現する．

4　垂直的取引制限の評価

(1)垂直的制限の問題：「ブランド内競争＝（同じ銘柄商品の販売についての)流通業者間の競争」の制限． 

　メーカーの行う広告活動や販売促進の提供は小売業者に垂直的な外部性をもたらしている．垂直的取引制限は，「ブランド内競争」を制限することにより，小売サービスの外部性を阻止する手段となる．

(2)　だが，垂直的制限は，小売段階のサービスやメーカーの広告活動を通じてメーカー間の「ブランド間競争」を促進する効果をもつ．それは消費者の経済厚生を高める（プラス面）．

(3) 垂直的取引制限にはマイナスとプラスの両面がある． 独禁法では，その競争制限のマイナス面が大きいときに禁止される． 

図7-5　ブランド内競争とブランド間競争　　　　　　　　　　　　　図7-6 二重マージン
aブランド内競争　　　　　　　　bブランド間競争
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5　二重マージン問題（継起独占）
(1)メーカーと小売業者が双方とも独占的価格設定をするとき，｢継起独占｣が成立する．これを「二重マージン」の問題という．

図7-6：Dが小売の直面する需要．ＭＲ曲線は小売の限界収入曲線．ＭＲはメーカーの(派生)需要曲線(Dｍ)．独占利潤最大化より．小売価格はPに上昇し，販売量は最適水準より減少する．

⇒再販価格Pｍを設定すると，それが小売価格の「上限規制」として働き，二重マージンの問題を回避できる．例：｢メーカー希望小売価格｣
(2) 二重マージン問題の解消

　二重マージン問題はメーカーと小売が独立に行動するから発生する．二重マージン問題を解決する方法
①両者が垂直統合すると総合利潤を最大化するよう価格設定するから二重マージン問題は解消する．

②メーカーが標準小売価格を決定し消費者に告知する．小売業者は標準価格以上に値上げできないので，標準価格は上限価格として機能する．例：｢メーカー希望小売価格｣

③再販価格制：図7-6：再販価格Pｍを設定すると，それが小売価格の「上限規制」として働き，二重マージンの問題を回避できる． 

練習問題

7.1　企業の競争環境
(1) 企業の競争環境の5つの要因は何か．説明せよ．（ヒント：レジメ7-1参照）
(2）代替技術の脅威の具体例を3つ挙げよ．（ヒント：①ワープロ専用機からパソコン，②レコードからCD，③フィルムカメラからデジタルカメラ）
7.2　企業のマーケッティング戦略について（ヒント：レジメ7-1参照）
(1) マーケッティングの4つの要素について説明せよ．

(2）ドーフマン・スタイナーの公式を示し，その意味することを解説せよ．
7.3 日清食品のカップヌードルは優れたマーケッティング戦略でヒット商品になった．4つのＰで説明せよ．

（ヒント：①Price:価格は高めに設定，②Product:お湯があればどこでも食べられる（袋入り即席めんは家で食べる）③Promotion:派手なＴＶ広告，④Place:開放型流通）
7.4　「価格差別」とは何か（ヒント：レジメ7-2参照）
(1）ピグーの「価格差別の3分類」を説明せよ．

(2）2部料金は，市場では広く見られる非線形価格の例である．その特徴を図を使って説明せよ．また，例を示せ．

(3）市場差別：独占が1つの財を2つの市場に分けて販売する．需要の弾力性と価格差別の関係を図示せよ．さらに，その市場差別の公式を示せ．とくに，需要の弾力性と価格戦略の関係を説明せよ．　　
7.5　独占企業が市場を分割し,同一財に対して市場ごとに異なった価格を付ける差別独占に関する記述のうち,誤りを訂正せよ．（国家Ⅱ種）
(1）価格差別の場合,利潤最大化のためにはその企業が生産物を販売する小市場ごとに限界収入が異なる．

(2）利潤最大化を求めて価格差別化を行う場合には,各市場における需要の価格弾力性が等しい． 

(3）価格差別化が行われるためには,その企業の生産物市場がそれぞれ分離独立した小市場に分割され,生産物が各市場間で自由に転売可能であることが条件となる． 

(4) 各市場間で価格差別化が行われる場合,需要の価格弾力性が小さい市場ほど高い価格が設定される．
(5) 価格差別化は市場ごとの費用条件の違いに基づいてなされるので,限界費用が高い市場ほど高い価格が設定される．（ヒント：(1）各市場ごとの限界収入の大きさを等しくする．(2）各市場における需要の価格弾力性(は異なる．（3）市場間の転売不能．(4)正しい．(5) 価格弾力性が低いほど高い価格が設定される) 
7.6 　次のサービスの料金を調べて，それらに共通する料金システムは何か説明せよ． 

スポーツ･クラブ（ゴルフ･クラブ，テニス･クラブ）,各種学校や塾,ボトル･キープ制を採用するスナックの料金システム. ディズニーランド.タクシーの初乗り料金と距離別料金の組み合わせ. （ヒント：レジメ7-2参照:二部料金制）
7.7　店で買い物をしたら割引券をもらった．店はなぜ直接値引きせず，次の買い物のとき割り引くのか．その理由を考えよ．（ヒント：7.2の4.クーポン券と同じ：客の弾力性の差を利用した価格差別）　
7.8　映画館の入場料には学割があるが，館中の売店には学割がない．この例より差別価格の条件を考えよ．
（ヒント：レジメ7-2参照）
7.9　次のような現象が起きる理由を説明せよ．（ヒント：レジメ7-2参照）
(1) プロ野球には女性割引制度があるのに,中年男性対象の割引制度はない．
(2) 映画に学割があるのに,レストランにはない.

(3) ゴールデン･ウィークや夏休み,正月の前後などは,旅館･ホテルの宿泊料金が他の期間よりも高くなる.

(4) 夜7時を過ぎると遠距離電話料金は安くなるのに,夜11時を過ぎるとタクシー料金は逆に高くなる.

(5) 同じ内容の本でも単行本は文庫本よりも高い.

(6) 定食やランチセットは,一品ずつとるよりも安い.

(7) ホテルの質などが同じである旅行でも,パック旅行は自由選択制の旅行より安い．

(8) ホテルや航空券の予約販売では,インターネットを通じて申し込むと割引される．
7.10　航空会社はマイレッジサービスをしている．この戦略を価格差別と解釈して解説せよ．

（ヒント：自社のリピート客を優遇する価格戦略．リピート客に将来の価格を引き下げていく「上澄み価格」(39ページ)．マイレッジが累積すると，それがスウィッチングコストとなって客を囲い込む役割をする）
7.11 企業がコスト割れの価格を設定することがある．その例を4つ挙げよ．

　（ヒント：①略奪的価格＝破壊的価格によってライバルを締め出し，独占的地位を取ると値上げする．②ロスリーダー(目玉商品)＝客を店に引き寄せる目的（スーパーの砂糖，玉子），③フォワード･プライシング＝将来の費用低下を織りこんで低価格にする．ライバルを駆逐する目的（半導体），④囲いこみ価格＝スイッチング･コストが大きい製品は，顧客を囲い込むことができる．ライバルに先がけて顧客を取りこむため低価格を設定（パソコン，携帯電話））
7.12「製品の差別化」

(1）乗用車市場を例に，水平的差別化と垂直的差別化について説明せよ．（ヒント：水平的差別化は異なる特性による差別であり，デザイン，色などによる違いである．コンパクトカーでは，トヨタのヴイッツ，日産のマーチ，ホンダのフィットなどで企業の水平的差別化を行っている．一方，垂直的差別化はある特性の能力や程度について相違させる戦略である．エンジン性能や燃費の違い，居住性などの差で垂直的差別を行っている．トヨタは，ヴイッツ，カローラ，クラウンなどをそろえており，日産は，マーチ，サニー，セドリックなどで対抗している）
(2）「差別化最小化原理」と「差別化最大化原理」とは何か．またその違いはどこから生ずるか．とくに，企業の戦略行動の関係から説明せよ．さらに，具体的な例をいくつか指摘せよ．（ヒント：レジメ7-3参照）
7.13 企業は，競争に生き残るため「差別化の戦略」（ポジショニングという）を持たねばならない．それには3つのタイプがある．A：特定の財サービスに特化し，ユニークな製品やサービスを出す．B：特定の客に徹底的にサービスする（客を深堀りする）．C：特定の客あるいは客の特定のニーズを取り込む．

次の例はどのタイプに分類されるか．その理由も説明せよ．

　(1) 老舗デパートは友の会を作って特別サービスをする．

(2) ミッカンは お酢に特化している．

(3) 富士重工は 4WD車にウエートを置いている．

(4) ドトールコーヒーは安い価格設定，スターバックスは少し高い価格を設定する．

(5) キューサイは｢青汁」を店頭方式でなく，訪問販売･通信販売方式をとることで売り上げを伸ばした．

(6) 小さなパン屋がその手作りパンをインターネットで宣伝している．
（ヒント：伊藤元重『ビジネスエコノミクス』日経の第7章）
7.14 参入阻止とブランド増殖　既存企業が過剰なまでに製品のブランドを増やすことを「ブランド増殖」という．これは参入阻止行動とみなされる．その理由を具体的な例を挙げて説明せよ．（ヒント：常にニッチ(隙間)市場を狙って参入しようとする企業がある産業では，既存企業がブランドを増やして参入を事前に阻止する行動に出る．例はお菓子やカップラーメン業界(アメリカではシリアルが有名な例)．それらのブランドは過剰に多いが，メーカーの数は少ない．また，自動車産業に見られるフルラインの製品供給は既存企業のブランド増殖という戦略的な意図が働いている．）
7.15 広告　

　(1）広告の機能とその評価を説明せよ．（ヒント：レジメ7.4を参照）

(2）広告のメディア（媒体）を分類して示せ．（解：放送メディア(テレビ，ラジオ)，印刷メディア(新聞，雑誌)，デジタルメディア(衛星放送，インターネット，ケーブルテレビなど)，SPメディア(折込広告，屋外広告，DM，交通広告など)．
(3）広告費の大きい産業を3つ示し，その理由を考えよ．

7.16 垂直取引関係について

(1）自動車産業の部品調達を例にして，垂直統合と市場取引のメリットとデメリットを述べよ．

（ヒント：7.5の垂直統合の解説を参照せよ．①垂直統合＝内部組織化のメリット：部品を内製することで，範囲の経済が働く．デメリットは，部品生産の量が減って規模の利益が発揮できない．②市場取引のメリット：独立部品メーカーは規模の経済や学習効果によって,同じ財･サービスを低コストで入手できる．競争圧力による品質向上とコスト低下を享受できる．デメリットは，市場取引には取引コストがかかる．a交渉によって条件付きの契約を書くコスト, bモニタリング･コスト,c契約を強制するコスト, d契約の不履行に伴うコストなど．この費用が大きいときは垂直統合のほうが効率的になる）．

(2）次の垂直取引制限の概念を説明せよ．（ヒント：7.5参照）

①再販制
②二重マージン(限界)性

③ 専売店制
7.17 カッコ内に適当な語を入れよ．

　　日本の流通システムの特徴は，構造的にみて，卸売段階で[　①　]であるため流通費用が[　②　]く，また小売段階で[　③　]であるから生産性が[　④　]いと云われてきた．これは卸売ルートが迂回的であり，また小売店舗の規模と売上げが[　⑤　]ということである．その理由の1つに大型店舗の進出を規制する[　⑥　]法の制約を挙げる人がいるが,それは2000年に廃止された．また,日本型の [　⑦　]関係や[　⑧　]系列化が外国企業の参入障壁となっているという指摘がある．だが，最近は日本の特殊な商慣行といわれた[　⑨　]，[　⑩　]，[　⑪　]にも新しい変化が見られる．

（ヒント：①多段階，②高，③過多，零細，④低，⑤小規模，⑥大規模店舗，⑦取引，⑧流通，⑨返品制，⑩一店一帳合制，⑪派遣店員制）

7.18 流通に注目すると，多様な企業の経営形態の意味が説明できる．すし屋の例では，①伝統的な江戸前すし，②スーパーの持ち帰りすし，③回転すしがある．このすし屋の三形態の特徴を解説せよ．（ヒント：①江戸前すしは製品在庫をもたず，顧客の注文に応じて多品種･個別受注生産をこなす．すし職人の養成に多大な費用を要するため,販売価格が高い．②スーパーなどの持ち帰りずし店では特定の場所で見込み集中生産を行い, 規模の経済を実現しコストを下げた．だが,持ち帰りずし販売では,流通段階で在庫リスクがあり，コスト増加の課題がある．③回転ずしは集中生産のメリットを引きだしながら,目の前の売行きをみて生産を調整できるので在庫リスクがない．品揃えは豊富で,消費者の選択の幅は大きい．コストの高い江戸前すし,在庫リスクの高い持ち帰りずしの課題を同時に解決する）．
7.19 フランチャイズ制の意義について．

マクドナルドやセブンーイレブンなどでは,フランチャイザーと呼ばれる企業が原材料や製品や経営上のノウハウを供給するが，フランチャイジーと呼ばれる多くの独立企業に末端の店舗の経営を任せている．フランチャイザーは, 垂直的統合をせず，商品の仕入代金や経営指導料や商標の使用料などの形で収入を得ている.こうした形態が採用される理由を考えよ．

（ヒント：①スポット的市場取引を採用しない理由:価格･品質を一定水準に維持して,商標の評判を守ることによって売上を拡大する．②販売部門を垂直的に統合しない理由：垂直的統合の欠点を回避するため.利潤を一定割合ずつ相互間でシェアすることにより,垂直的統合による競争圧力の低下によるモラル･ハザードを回避する．経営の初期には,フランチャイザーが危険を負担してフランチャイジーの立ち上がりを容易にする）

7.20 [価格差別の計算問題]独占企業が2つの市場を持っており価格差別をする．各市場における需要関数は, 
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である．この企業の生産費は,C＝50＋20(
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)である．

(1）このとき利潤最大化する2つの市場に対する差別価格を求めよ．
(2）この差別価格の利潤の大きさを求めよ．
(3) 価格差別をせず，2つの市場に均一価格で販売するときの独占利潤を求めよ．

(4) 均一価格の利潤と差別価格による利潤とを比較せよ．

(ヒントと解： (1）ＭＲ1＝100－8
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，ＭＣ＝20. ＭＲ1＝ＭＲ2＝ＭＣ　の関係から，
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＝5　を得る．これより解：
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(2）差別価格の利潤は，TR＝TR1＋TR2＝600＋600＝1200．C＝350．利潤＝TR－C＝850. 

(3) 均一価格の利潤を求める．全市場の需要は，Ｑ＝
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＝36－(6/20)P．変形して P＝120－(10/3)Ｑ．

これより，収入＝PＱ＝120Ｑ－(10/3)Ｑ2．Ｑで微分して，ＭＲ＝120－(20/3)Ｑ ．一方，ＭＣ＝20. さらに
ＭＲ＝ＭＣ の関係から，Ｑ＝15を得る．利潤＝収入－費用＝1050－350＝700．
(4)均一価格の利潤700は差別価格の利潤より少ない．独占企業は差別価格により，150(＝850－700) 利潤を増加できる.）
第8章　不完全競争と公共政策

市場に対する公共政策の目的は，市場の効率と公正を実現することにある．まず，競争と市場の特徴から，政府の市場に対する介入政策を分類する（表8-1）．これは4つの項に分類される．完全競争市場，反独占規制(競争促進政策) ，自然独占規制，競争産業規制．この章では，第Ⅱ部の課題である不完全競争に関する独占禁止（競争促進）政策とそれに関連する政策を検討する．残りの自然独占規制と競争産業規制政策は第3部の課題であり，後の章で取り上げる．

8-1　市場の成果と公共政策　
1　不完全競争市場と公共政策
　A　競争市場に対する政府の介入
これまで，現実の不完全競争市場の構造・行動を実証的に分析してきた．この章では現実の市場の成果を規範的に検討する．第４章の規範分析でみたように，市場の成果は効率と公平という基準で判断する．まず，４章でみたように，競争市場が存在するとき，競争は良い成果をもたらす（厚生経済学の基本定理）．したがって，効率的な競争市場には，公的介入政策は不要である．だが，効率は良いが，公平あるいは社会的価値判断から公的介入政策が必要な場合がある．その場合には，介入による厚生損失と政策目的の価値とのトレードオフ問題が発生する．この問題は価格規制と数量規制い分けて，8-2で分析される．　
　B　反独占規制(競争促進) 政策
次に，実際の市場では，5・6・7章で分析してきたように，不完全競争が存在し，独占の弊害が発生する．この不完全競争の問題は反独占規制(競争促進) 政策によって解決される．この競争促進政策は消費者にとって必要なばかりでなく経済の成長や発展にとっても重要であり，現在，どの国でも政府の重要課題とみなされている．これは本章の8-3で分析される．

C　産業政策

さらに，政府は特定の政策目的から，市場に介入する場合がある．これは産業政策という．その政策の目的や評価については8-4で取り上げる．

2　狭義の市場の失敗と公共政策

以上の分析は，市場が存在し，競争がもたらす市場メカニズムは良い成果を生むということが前提になっていた．

だが，第４章でみたように，市場は（不十分にしか）存在しない場合があり，「狭義の市場の失敗」という現象がある．

この市場の限界に関する諸問題は，以後の第Ⅲ部で分析される．その内容をここで整理しておく．

3　市場と公共政策の要約　
　・市場は存在する場合　
競争は良い成果をもたらす　
競争は実行可能な場合　　　A　完全競争市場　市場に任せる(例：野菜,パン,衣料品)
競争は実行不可能な場合　　B　不完全競争市場　反独占規制(競争促進政策)( 例：参入障壁，私的独占,カルテル)
競争は悪い成果をもたらす
　　　競争は非効率な場合　　　　C　自然独占規制(例：電力,通信,水道,鉄道)
・市場は（不十分にしか）存在しない場合

・狭義の市場の失敗
　競争は存在しない場合　　　D　社会的規制　（例：競争産業規制(金融・証券,運輸,医薬品)・公共財・環境・分配政策）
表8-1　市場と規制の分類

	
	競争は良い成果をもたらす
	競争は悪い成果をもたらす

	競争は実行可能
	A　完全競争市場

(野菜,パン,衣料品)
	B　競争産業規制　社会的規制
(金融・証券,運輸,医薬品)

	競争は実行不可能
	C　反独占規制(競争促進政策)
(参入障壁，私的独占,カルテル)
	D　自然独占規制　経済的規制
(電力,通信,水道,鉄道)


表8-1は，市場の競争可能性と市場の成果によって4つの政策に分類したもの．

1　市場の競争と公共政策（表を横に見る）
(1) 市場の競争が成立（競争市場）：◇表8-1の上の段．

表8-1 A　競争が成立しそれが良い結果をもたらす⇒市場に任せる．政府介入は不要． 

競争市場に対する政府介入は経済効率を低下させる．市場への介入にはその費用を上回る政策便益が必要．(8-2の政府介入を参照)

表8-1 B　競争により弊害が発生する．根拠：情報の非対称性，公共財，外部性 ⇒このような場合,市場が存在しない状況もある．これらの市場の失敗を是正する政策＝社会的規制という (第11章以降の課題)

(2) 市場の競争が成立しない（不完全競争市場）：表8-1の下の段
· 市場の不完全競争に対し，経済的規制政策が必要．これには，２つのアプロ－チがある． 

① 競争を促進する方が望ましいとき，独占禁止政策，上表(C)
表8-1 C  不完全競争：独占，寡占，カルテルが存在 ⇒競争を促進する政策＝独占禁止(競争促進)政策

(本章で解説する) 

② 費用逓減の性質が強く，自然独占が成立，このとき直接規制政策が必要．上表(D)
表8-1 D　自然独占：費用逓減の性質が強く､自然独占(費用逓減産業)が成立 ⇒規制政策．

：公益産業が伝統的にこの対象となってきた．参入規制，価格規制（公共料金）

これらの規制は消費者を守るのでなく，規制されている産業が保護されるおそれ　(第9-10章の課題)

2　市場の成果と公共政策（表を縦に見る）
　　公共政策のまとめ
① 市場の成果が良いとき◇表8-1の前の列：（本章で解説する）
　　　・競争市場のとき，公的介入は必要なし．表8-1 A
・不完全競争のとき，競争促進政策　表8-1 C
② 市場の成果が悪いとき◇表8-1の後の列：（後の章の課題）
　　・競争市場のとき，社会的規制政策　表8-1 B
　　・自然独占が成立するとき，直接規制政策　表8-1 D
8-2　競争市場と規制

　競争が十分存在する効率的な市場は，外部からの介入は不要である（根拠：厚生経済学の基本定理）．この場合，競争市場に対する政府介入は経済効率を低下させる．だが，社会的価値判断から公的介入政策が実行される場合がある．そのとき，政府の介入による厚生損失と政策目的の価値とのトレードオフ問題が発生する．市場への介入にはそれがもたらす機会費用を上回る政策便益が必要である．
1　競争市場に対する規制
・競争市場に対する政府介入は何らかの政策目的が存在する．だが，政府の市場への介入は経済効率を低下させ，経済的損失（機会費用）をもたらすので，その費用を上回る政策便益があることが示されなければならない．したがって，競争市場に対する政府規制はその便益と費用との比較によって評価される．例として，参入(数量) 規制と価格規制を検討する（第4章参照）. 

2　参入(数量) 規制　

　市場の供給数量を制限することにより，政策 (人為)的な希少性を高めて，国内価格を引き上げる．
例：①農産物の輸入制限；目的は国内農業保護．手段は関税，市場への効果：供給数量が制限される⇒ 国内価格の上昇

　　　⇒国内農家は余剰の増加，消費者は余剰の減少⇒市場には社会損失が発生（これが政策の機会費用となる）
②産業政策：目的は，幼稚産業の保護，中小企業の保護(生産性低い零細業者を守る）（需給調整＝参入規制を実施）
図8-1による説明．　数量を制限・抑制する．供給量を市場均衡量x＊より少ない量x-（線分AB）に制限する．人為的な希少性を創出する．A点まで市場価格は引き上げられる．結果：市場に∆ABEの社会損失（政策の機会費用）が発生

　その他の例：コメ販売．酒販売，大店法（大型店の出店規制），ガソリンスタンド・医薬品の出店規制，タクシーの参入規制．　
図8-1　数量規制　　　　　　　　                   図8-2　価格規制
(a) 価格支持制度   (b) 最高限度価格
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3  価格規制の方法　（第4章　問題4.14(ｐ.27)参照）
　　価格規制も社会的損失が発生．　　　　　　　　　　
図8-2　価格規制の効果．（a）価格支持制度（農産物，コメ，ムギ，サトウなど）

　　価格Pを市場均衡価格より高い価格P2に規制すると；ACの超過供給⇒政府が買い上げて備蓄する(ACとP2の掛け算＝ACの下の長方形の面積が税金で生産者に支払われる）⇒結果：生産者の所得増と税金の差額＝市場に∆ABEの社会的損失が発生　　
・最低賃金制(図（a）と同じ．最低賃金をP2に規制すると（労働供給量の増加と需要量の減少）⇒ACの超過供給⇒政府の買い上げなし ⇒結果：失業がAC増加
図8-2 (b) 最高限度価格（家賃，住宅ローン）：

例　家賃：市場均衡価格より低い価格P2に規制すると（需要量の増加と供給量の減少）⇒BCの超過需要⇒買えない人の存在⇒ 闇市場の発生(規制価格以上を不法に払って入手する人がいる＊不公平)⇒長期の効果・供給曲線の左シフト⇒ 超過需要の拡大 (不均衡はさらに拡大し，非効率・不公平は増加)

4  競争市場における規制の問題点
　①規制を実行する官僚システムの問題(官僚制は利潤動機を欠くので非効率な体質をもつ)

②規制は規制分野の既得権益を守る（議員－業者－官僚の鉄の三角形）
③規制は規制商品の内外価格差を拡大する（生産性の低い産業の現状維持．海外より高い価格が維持される）
④規制は経済的不均衡(黒字，赤字)を拡大する（国際収支の極端な不均衡は国際協調の点から好ましくない）
・現在の経済的規制は不合理：過剰な規制があるとの認識が存在する（規制緩和の重要性）．
・規制緩和の方針：「経済的規制は原則自由に,社会的規制は必要最小限にする」
　　　　だが，一方で必要な規制が不備である＝合理的な規制の要請．
　　⇒さらに，経済的規制の詳しい解説は，第Ⅲ部第9章の課題．

8-3　独占禁止政策（競争促進政策）

世界的に市場の規制改革がすすみ，民間の経済活動がより自由に行われるようになった．そのため，公的規制に代わり,独禁法および独占禁止政策の果たすべき役割が一層重要になっている．独占禁止法は公正かつ自由な競争原理にもとづく経済運営を行う基本法．市場における普遍的な行動基準,ルールを示すものである．最近では「競争政策」という．　

1　日本の独禁法：戦後1947年に導入された．戦後の不況のもとで独禁法の運用が一時，緩和された.だが，77年に強化改正．さらに80年代の貿易摩擦後，独禁政策の運用は強化,活発化していった．90年以降世界のグローバリゼーションとともにその重要性が増加．2005年，2009年の改正により，競争政策は一層強化された．独禁法の適正な運用は日本経済における基本政策として重要な役割を果たしている．

2　独占禁止法の概要

（独禁法第1条）の条文：
「この法律は,私的独占,不当な取引制限及び不公平な取引方法を禁止し,事業支配力の過度の集中を防止して,結合,協定等の方法による生産,販売,価格,技術等の不当な制限その他一切の事業活動の不当な拘束を排除することにより，公正且つ自由な競争を促進し，事業者の創意を発揮させ,事業活動を盛んにし,雇用及び国民実所得の水準を高め，以って，ー般消費者の利益を確保するとともに,国民経済の民主的で健全な発達を促進する｣

(1) 目的：市場の機能を強化，競争の維持，促進

(2) 内容：（1）「市場の競争機能の確保」と（2）「公正な競争秩序の維持」

(3) 政策手段

　A  構造規制：市場を競争的な構造に変えること．

①市場集中規制：市場で特定の企業に集中しないようにする．

②一般集中規制：経済全体における特定の企業グループの経済力の集中を防止．

B  行為規制：競争制限行為を規制すること．

①私的独占の禁止（合併の排除） 

②不当な取引制限の禁止(カルテル規制，談合の排除)　

③不公正な取引方法の禁止（ダンピング，ボイコット，過大広告の排除）

3　独占禁止法の運用

(1)公正取引委員会（公取委）：公取委は実際に独占禁止法に基づいて競争状態を維持・監視する政府機関である．これは独立行政委員会であり,5人の委員からなる合議制．公取委の下に，事務総局が設置され，約700名の職員がいる．平成15年，総務省の外局から内閣府に移管され，内閣総理大臣の所轄である．
公取委の業務は「法執行業務」と「政策業務」
(2)「法執行」の側面（図8-3）
A　独占禁止法に対する違反事件が生ずると，審査，審判，審決の順で正式な処理手続きをとる．違反に対して審決による「排除措置」を命ずる（行政処分）．
B 多様な規制手法：さらに違反の行為に対する抑止的効果を図る．（やり得を許さない）
a「課徴金」：カルテル等の違反にたいして課徴金の納付を命じる．2004年度の課徴金は200億円であった．
b「刑事罰」：重大な独禁法違反行為については，犯罪として罰則が設けられている．公取委が検察当局に告発する．
c「損害賠償・差止」：独禁法違反行為によって被害を受けた者(被害者)は,違反行為者に対し,損害賠償を請求することができる．
　　　　図8-3　独禁法違反事件の処理（上：刑事罰，下：行政処分）
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　(3)「政策」の側面：公取委は規制改革のための調査や提言，他の官庁による競争制限的な行政指導の改善，民間企業や業界の競争を阻害するような商習慣(民民規制)への対応を検討． だが，政策官庁としての活動は米国などと比べると不十分といわれている．
4　独禁法における禁止行為の内容

(1) 私的独占の禁止

「排除型独占行為」：競争企業を排除したり，新規参入を妨害する行為
「支配型独占行為」：他の企業の活動を制約して市場を支配する行為

(2)「不当な取引制限」：カルテル規制

カルテルは市場における自由な競争を阻害する市場競争をなくしてしまう行為.複数の企業が共同して価格，数量などを決定し，市場分割する．入札談合もこれに含まれる．カルテルは悪質な行為であり,国際的にもその認識は共通である。
(3) 「不公正な取引方法」の具体的内容（一般指定の行為類型）

A　差別的取扱い
(1)共同の取引拒絶：他の事業者と共同である事業者に対して取引を拒絶,制限する(「不当な取引制限」<第2条第6項>の補完的規定)．
(2)その他の取引拒絶：共同ではない「不当な」取引の拒絶・制限で,単独事業者が再販売価格の指定などにしたがわせるために,非協力者との取引を拒絶する場合など(第2次大正製薬事件,1955年審決)．
(3)差別対価：経済的合理性がないのに相手や地域により,取引価格差を設定する(特定地域の競争者を排除するための手段とした第2次北国新聞社事件,1957年高裁決定)．
(4)取引条件等の差別取扱い：再販売価格維持や競合品排除のために支払条件,リベートなどに差をもうける(育児用粉ミルク事件,1968年審決)．
(5)事業者団体における差別取扱い等：事業者団体からの「不当な排斥」等．
B  不当対価
(6)不当廉売：「正当な理由がないのに」,原価以下販売を継続して事業者の経営を困難にさせる場合など(マルエツ事件,1982年審決)．ただし，傷物・季節商品の処分などの正当な理由がある場合は違法にならない．
(7)不当高価購入:買い手としての事業者が高価購入で競争相手を排除する場合など．
C  顧客の不当誘引・強制
(8)ぎまん的顧客誘引：不当表示のほか,マルチ商法において多額の報奨金が得られるとの期待を与えて,消費者を勧誘する場合(ホリデイ・マジック事件,75年勧告審決)．
(9)不当な利益による顧客の誘引：弊害のある景品付販売などによる顧客の勧誘．
(10)抱き合わせ販売等：家庭用テレビゲーム・ソフトの人気商品の販売に際し,他の商品を抱き合わせて販売するような行為(藤田屋事件,1992年審決)．
D  相手方の事業活動の拘束
(11)排他条件付取引：競争者の取引機会を減少させるおそれのある専売店・特約店契約,あるいは一手に販売権を得る総代理店契約など．(専売店制について,大正製薬,ライオン歯磨き,育児用粉ミルクメーカー事件等)．
(12)再販売価格の拘束：生産者またはそれと一体となった卸売業者が,取引先販売業者に対して再販売価格を指示し,遵守させる(育児用粉ミルク事件,1975年最高裁判決)．
(13)拘束条件取引：価格維持のための1店1帳合制やテリトリー制(日本光学事件,1952年審決,72年勧告審決)．
E  取引上の地位の不当利用
(14)優越的地位の濫用：人規模小売業者による協賛金などの要請や大規模メーカーによる販売業者の売買差益の管理など「正常な商慣習に照らして」不当な行為(三越事件,1982年同意審決,雪印乳業・明治乳業事件,77年審決)．下請け取引で問題が起こることが多いので，「下請法」（下に説明）で詳しく規制されている．
F  事業妨害
(15)競争者に対する取引妨害：他社とミシンの予約購入契約をしている需要者に,購入先を自社に変更すれば値引きをする旨申し出る行為(東京重機事件,1963年勧告審決),海外ブランド品を安く輸入販売している通信販売業者への供給を仕入先メーカー一に働きかける場合(ヤシロ事件,1990年勧告審決)．
(16)競争会社に対する内部干渉．
5　独禁法の補完法
A　景品表示法(「不当景品類及び不当表示防止法」)：独禁法の補完として1962年に制定．消費者に対する適正な情報を提供させる．誤った情報を与えて，選択を誤らせるのを防ぐ．不当表示の禁止：例，景品規制，原産国表示，おとり広告，比較広告
・公取委は，事実に反する表示と認めた場合には警告を発し，あるいは販売を差し止める命令を出す．例：①1999年3月に大手スーパー6社に対し，牛肉製品に関する二重価格表示の警告を出した．②安売りをする紳士服業者4社の激安チラシに対し，表示された価格の根拠がないという理由で「排除命令」を出した．

B　下請法(「下請代金支払遅延等防止法」)：下請取引について,発注事業者は一般的に優越的な取引上の地位にあり,下請代金の減額や支払い遅延，不当な返品等の不公正な取引が行われやすい．そのため,このような取引を規制する法律が制定された．最近の例，2011年3月西鉄ストアが，公取委から勧告をうけた．
5　関連法　不正競争防止法：1934年に制定．経済産業省が所管している・商標，包装などの保護や虚偽の表示の禁止．

（代表的な例）①営業秘密の保護：営業秘密や営業上のノウハウの盗用等の不正行為を禁止

②デッドコピーの禁止：他人の商品の形態（模様も含む）をデッドコピーした商品の取引禁止
　③信用の保護：（イ）周知の他人の商品・営業表示と著しく類似する名称，デザイン，ロゴマーク等の使用を禁止
　　　　　　　　（ロ）他人の著名表示を無断で利用することを禁止
参考：

広告規制：社会的な倫理や法律に基づいて「広告表現」や「広告方法(広告量)」を制限することである．
①自主規制＝広告関係者が自主的に広告表現や広告方法の規制をする．事業団体の広告倫理規約（例：日本広告審査機構；JARO）．　タバコ・酒のCMの自粛

②法規制＝関連法規（消費者基本法，民法，不正競争防止法，景品表示法，著作権法，商標法など）が総合的に広告を規制．消費者の利益を守るのが目的．

表現：（「虚偽・誇大」「誤認」「中傷・誹諺」「不公正な取引方法」）を規制．だが，曖昧な表現，暗示，吹聴，品位のない広告，公序良俗に触れる広告などの「判断の基準」は表現の自由との関連で難しい場合がある．
6　競争政策の強化

　強化の背景：日本型のシステムがうまく機能しなくなってきた．経済成長の停滞，国際競争力の低下
(1) 日本の市場システムの特徴

市場構造の特徴：取引慣行が長期，継続的;　

例；労働市場(長期的雇用・年功的賃金），メ－カ－(系列），金融(メ－ンバンク制），流通(系列取引）

・長所；効率上のメリットがある．

　①長期・協調的関係　②情報の非対称性を回避し信頼性を高める． 

・短所；①非効率：　競争制限，閉鎖的取引　競争回避して業界全体の秩序を守る．

具体例：護送船団方式（金融）・談合体質（建設）・カルテル指向（メ－カ－）

②消費者を犠牲にする　；（内外価格差が大きい）

(2) 日本型システムの見直し．

1991年のバブル経済の崩壊以後，失業率の上昇と国内産業の空洞化＝「失われた10年」と呼ばれる経済の長期停滞を体験．市場重視の経済政策＝経済構造改革（規制緩和や民営化）へ

　　市場が十分に機能しなければ効果がでない．→独占禁止法の強化が必要になる．

（競争促進・強化のためには，同時に，セーフティーネット（社会保障制度）を整備することも重要　）
(3) 2005年の独禁法改正：カルテル・談合に対する取締りを格段に強化
①違反行為の不利益を拡大：課徴金の引き上げ・課徴金算定率の引き上げ・課徴金適用対象範囲の拡大・刑事罰の強化．

②適正手続の改善：課徴金減免制度(リーニエンシー)の導入（＝違反行為の発覚率を高める）

事業者が公取委の調査(立入検査)開始前に，違反行為の報告を最初にかつ自発的に行った場合には，課徴金を全額減免し， 2番目の場合には50%， 3番目は30%減額する制度である．さらに，最初にかつ自発的に報告を行った事業者やその役職員に対しては，公正取引委員会は刑事告発を行わないと公表．）
③その他：犯則調査権限の導入．公取委の権限の強化を行った．
　→2009年にも独占禁止法の強化の方向で改正が実施された．練習問題8.4参照
(4) 競争政策の課題

A 独占禁止法の強化（以下のような意見がある）
　①独禁法の適用領域の拡大：適用除外（除外カルテル・再販品目）が多い→さらに減らす　　　　　　　

②独禁法の厳格な運用：違反の摘発や刑事告発をさらに精力的に実行すること．

③独禁行政の公開性の問題：審査や行政指導の結果を積極的に公開して独禁法運用をさらに透明化する．

④公取委の中立性の問題：審判制度の中立性のためには，公取委の組織の中に審判官が所属するより，公取委の外に置くほうが良い．そのような制度改革が必要．

B 国際化・グローバル化への対応．

グローバリゼーションの進展により各国経済の共同市場化が進んでいる．そこでの共通事業活動ルール・調整原則としての競争法の役割を強化する．国際的に活躍できる人材を養成する．
7　世界の競争政策

　主要国では競争政策が重要視されている．欧米だけでなくアジアでも最近はほとんどの国で競争法が制定された．企業の海外進出において，現地の競争政策の知識が不可欠な条件になっている．
(1)アメリカ：世界で最初に反トラスト法を制定した．反トラスト法は日本とは異なり，単一の法律ではなく,シャーマン法,クレイトン法,連邦取引委員会法の3つの法律およびその修正法から構成されている。その執行機関は,司法省の反トラスト局と連邦取引委員会(FRC)． 

(2)EU：EU加盟国はそれぞれ各国別に競争法を定めているが,EU共通の競争法として,欧州共同体条約(第81,82条および合併規制)がある．
8-4　産業政策(industrial policy)
8-2で解説したように競争市場に対する政府介入は効率を低下させる．だが，政府は産業の保護・育成の立場から行政的介入を行っている．
1　産業政策の役割

公官庁(通産省など)が行政的手段を使って特定の産業を保護・育成・発展させる．（幼稚産業保護論）
　　・「行政指導」はその法的根拠が明確でない場合がある．

・「行政的介入」は市場競争のルールを不透明化．結果として競争制限的に作用する．

◇戦後のわが国の経済発展に産業政策はどのように貢献したか．肯定説と否定説がある．

(1)肯定説：戦略的産業政策＝将来有望と目される産業を重点的に輸出産業として保護･育成した．

石油化学，鉄鋼,機械,半導体等
・広義の産業政策として，金融・証券業に対する競争制限的な保護政策
補正的産業政策：市場の失敗を補正．

衰退産業に属する企業･労働者の負担を軽減するための緩和措置＝所得再分配政策
(2)否定説：政策の根拠は薄弱で，むしろ経済成長を阻害した（三浦・ラムザイヤー[2004]『法と経済学―日本法の経済分析』，原田）．規制を受けない産業が発展した（宅配便，スーパー.マーケット，コンビニエンス・ストア，ファースト・フード，ファミリー・レストラン，人材派遣）．高度成長の原動力になった企業間競争は,資本の自由化や貿易自由化によって実現した．政府の産業政策によってもたらされたわけではない．
◇現在，産業政策の役割は縮小．

成長期＝進むべき目標が明確：「政・官・業」（鉄の三角形）政界，官僚そして業者が緊密に連絡し合いながら，それぞれの産業の発展する方向を模索．

成熟経済＝進むべき目標が不明確：官からの過剰な介入，規制は人々の創意・工夫のやる気を損なう．⇒政府の失敗の可能性が大きい．

　かって，産業政策の主役を演じた経済産業省は現在，産業の競争力を強化していく上で市場原理を活用するという立場を認め,競争政策を重要な1つの政策であると位置づけている
課題：現実の政治においては鉄の三角形は依然として強い影響力を残している．日本経済が必要とする構造改革や規制緩和への重大な障害である．
直接介入的措置から誘導的政策手段への移行

従来の「供給重視･経済効率性重視の政策指向」から消費者を重視した産業政策へ転換すべし．
2　研究開発と特許制度

　　政府は，科学知識の研究開発を促進する目的で市場に介入する．介入の根拠：研究開発は公共財的性質（市場の失敗）を持つ． 

A　研究開発とは,生産物や生産方法についての新知識を生み出す活動，3つに類別される．

① 基礎研究：科学知識の向上のための独創的な研究で,特定の商業目的を持たない　
② 応用研究：新しい科学知識の発見へ向けられた研究であるが,製品または製法に関して特定の商業目的を持つ

　③ 開発：まだ定型化されていないタイプの技術活動であり,利用できる発見や科学知識を,製品または製法に転換するための技術活動　
例：化学や医薬品，機械組立，ソフトウエアなどはそのウエートが高い．
B　発明の公共財的性質：技術知識は多くの人による同時消費が可能であり(非競合的),かつ知識の消費に際して対価を支払わなくても排除されない(非排除性)という意味で,公共財的である．

⇒フリーライダー問題が常に生じうる．　

C 　特許制度

発明者に占有権を付与する制度：発明者の権利を保護することを通じて発明を奨励し,発明の利用をもって産業発展に寄与することである．対象は有体物の発明だけでなく，科学知識や科学的発見内容(ビジネスの方式やアイデア)にも適用される

ａ発明者にたいしその発明の権益を一定期間(日本では20年間)法的に保護し,発明を独占的に実施する権利を付与する．(特許法) 

ｂ新規の発明情報は特許申請された後,社会･公衆に公開される．発明の利用者は一定の代価を支払うことで新しい技術情報(発明)を利用できる．

ｃ一定期間後には,特許制度が保護する技術は公有財産として公衆の自由な利用に供される．

・特許制度の課題：発明の誘因を維持し,かつ社会的利益も最大限享受できるよういかにバランスさせるか．

⇒特許制度のトレードオフ：発明を奨励するために発明の権益が強まると特許の代価が高くなり，技術の波及や普及が制限される．

　3　「知的財産権（所有権）」の重視

   　知的所有権は「特許権」にさらに「著作権」「商標」も含む概念である．「著作権」制度は，著作者,芸術家，作曲家に所有権を付与する．「商標」制度は，ビジネス上の図形や記号に所有権を認めるもの．

政府は「知的財産権」を積極的に保護する政策を展開している．その背景：①無形資産の経済に占める重要性が高まった．②日本の競争力が低下した．例：「知的財産戦略大綱」を2002年に公表．知的財産の創造・保護・活用・人材育成の4分野で戦略的対応を進める．

狙い：自国内で生まれる知的財産を特許化し保護することでロイヤリティ収入を稼ぐ．例：先端技術，ソフト．

課題：①政府による環境整備，②企業・大学・研究機関の積極的対応．

　4　産業の確定

　(1) 産業の境界
　　最近の技術革新やグローバリゼーションにより，産業の範囲が動いている．産業の境界を画定することは競争政策や産業政策において重要な課題である．独禁法では「一定の取引分野」を確定すること．

(2) 産業融合
規制緩和と技術革新によって．国境や産業の垣根が低くなり,垣根を超えた競争が盛んになっている．国境や産業を超えた企業の大型合併・資本参加・提携．➜産業の境界は変動する
「産業融合」：これまで別個に存在してきた複数の産業がひとつに融合
　例　①ネットワーク産業の情報化(通信・放送・新聞・出版・コンピュータ業界の融合)

　　　②デジタルコンバージョン（テキスト・音声・画像などがデジタル情報化され，統一的に処理される）
(3) 産業の境界の画定：新しい経済状況下で，「産業」の範囲を確定する方法．

 「産業」とは,同種の商品の売手の集合,「同種の商品」は密接な代替関係にある商品のこと．産業は製品の「特性」・「用途」・「地理的な販売エリア」に応じて確定する．需要の交差弾力性，供給の交差弾力性を測定する．

　例：実際の弾力性値の測定は難しい．欧米では，計量経済学の方法を使った「SSNIPテスト」が利用されている．

練習問題

8.1 競争促進政策と規制政策の相違点を述べよ．（ヒント： レジメ8-1の解説を参照せよ）

8.2 競争市場に対する政府の規制の問題点を考えよ．（ヒント：レジメの8-2の解説を参照せよ）
8.3 独占禁止政策は何を目的としているか．説明せよ．（ヒント：（1）「市場の競争機能の確保」と（2）「公正な競争秩序の維持」）　

8.4 市場の競争状況を判断する．以下の括弧内に市場の競争が強まる条件を書き入れよ．
①競争業者の数が（　）,②ライバルの規模とパワーが（　），③産業の成長率が（　），④固定費が（　），⑤在庫費用が（　），⑥製品の差別化が（　），⑦スイッチング・コストが（　），⑧生産能力の拡張が（　），⑨戦略的な価値の（　）業界である，⑩退出障壁が（　）．

（ヒント：①多い，②同等，③低い，④大きい，⑤大きい，⑥できない，⑦小さい，⑧困難　⑨高い，⑩高い）
8.5 独占禁止法は2009年に課徴金制度などの改正がおこなわれた．公正取引委員会のHP（http://www.jftc.go.jp/）にその改正の内容が公表されている．このHPを開き，その主な改正項目を，3つ書け．（ヒント：http://www.jftc.go.jp/dk/h21kaisei/h21kaisei.html　　この公正取引委員会のアドレスに改正のポイントが書いてある．1課徴金制度の見直し．2不当な取引制限等の罪に対する懲役刑の引き上げ．3企業結合規制の見直し．4その他）
8.6　(1)日本の市場競争の特徴を解説せよ．（ヒント：8-4の解説を参照せよ）
(2)日本経済の発展のために「競争促進政策」の役割が重要といわれる．その根拠を論ぜよ．（ヒント：8-4の解説を参照せよ）
8.7　企業合併：企業合併（M$A）は「一定の取引分野における競争を実質的に制限する」場合は，独禁法で禁止される．合併の種類は（　①）合併と（　②）合併と混合合併がある．またその動機は企業の市場独占化だけでなく,社会的に利益となる（　③）の場合がある．2011年，日本で話題になった大型合併の例に（　④）の経営統合がある．
（ヒント：①水平，②垂直，③効率・生産性向上，④新日鉄と住金）
8.8 1973年「大店法(大規模小売店舗法)」が成立し，大規模小売店舗は「事前審査つき届出」の下で参入を規制された．90年代に規制緩和されたが，参入規制は存続している．流通分野で競争を制限する参入規制は必要か．効率と公平という観点から考察せよ． 

8.9　「大店法」は2000年に廃止された．そのため大型店の参入がすすみ，非効率な小売店の淘汰を促進した．長期平均費用と利潤の概念を用いてそのメカニズムを説明せよ．
（ヒント：大型店の参入によって価格が低下すると,その価格よりも長期平均費用の最小値が高くなってしまう非効率な小売店にとっては,長期的にも正常利潤が得られなくなるため,その産業から撤退することが有利になる.）
8.10　カルテルは独禁法で禁止されているが,合理的な理由のある場合に限って,法律上の例外規定がある。どのような適用除外のケースがあるか．（ヒント：一定の組合の行為(農業協同組合法,水産業協同組合法,中小企業等協同組合法など)や道路運送法第18条に基づく運輸カルテル,保険業法に基づく保険カルテルなどがある。参考：アメリカでも適用除外がある．労働組合,輸出カルテル,農業協同組合,プロのスポーツ・チーム,新聞などの規制産業およびいくつかの共同研究開発がある。）
8.11　カッコ内に企業が(市場での競争をさけるために)カルテルを行いやすくなる条件を書き，さらにその理由を考えよ．

①カルテルの対象商品が，差別化されて（　）もので，しかも規格品である．

②市場での企業の数が（　）い

③企業間のコストの差が（　）いこと．

④市場への参入が（　）い

⑤買い手がカルテルに対して（　）的である

⑥市場の需要が（　）的であること．

（ヒント：①いない：差別化された財は競争的になる．カルテルは規格品が多い．②少な：少数ほどカルテルがまとまりやすい．③少な：コストの差が大きいと，コストの低い企業は，価格を低くし，カルテルがまとまらない．④むずかし：参入が容易ならカルテルはくずれる．⑤中立：強力な買い手がいると価格維持は破られる．⑥安定：需要が不安定だと企業の思惑が一致せず）
8.12　独禁法は「不公正な取引方法」として，a再販，bテリトリー制，c排他条件付取引などをあげており，それが「競争を阻害するおそれがあるもの」を違法としている．①書籍，音楽テープなどの再販は必要か．②自動車メーカーのテリトリー制はどう判断されるか．③化粧品の専売店制は違法にならないのか．

8.13　不当廉売は不当に安い価格で市場に進出し，客を十分確保した後で価格を上げて利潤を確保しようという企業の行為をさし，不公正な取引方法の対象になる．1982年，スーパー(千葉県)が牛乳を安く販売し，近くの牛乳専売店が損害をこうむったとして「不当廉売」の審決があった．この事件をどう考えるか．
（ヒント：不当な安値販売を禁止することのメリット（例：公正な競争をまもる．略奪的価格を阻止する）とその弊害（例：安値競争を阻害する）を考えよ）
8.14　大手メーカーが販売店に，販売価格を強要すると，販売店間で価格競争がなくなり，カルテルと同じ状況が生ずる．公正取引委員会はこれをやめるように命令できる．例：携帯電話．これを何というか．（解：販売価格の拘束）
8.15 抱き合わせ販売：欧州委員会は，2004年，マイクロソフト社のOS(ウインドウズ)にメディア・プレーヤーが同一のパッケージで販売されることを，抱き合わせに当たるとしてマイクロソフト社を独占禁止法違反とした．この抱き合わせ販売の問題点は何か考えよ．（ヒント： OS市場において独占的地位をもつウインドウズにメディア・プレーヤーを抱き合わせると,音楽・映像再生ソフト市場においてメディア・プレーヤーが市場支配力をもつことになる．そのため，音楽・映像再生ソフト市場では競合ソフトが駆逐され，技術革新の発展を阻害し，消費者の選択の自由を奪うことになる．当局はメディア・プレーヤーを分離したウインドウズを販売するよう命令した）
8.16 2005年の独禁法改正により，課徴金の引き上げや減免制度(リーニエンシー)の導入された．この改正の意味と効果について説明せよ．（ヒント： 8-4の解説を参照せよ）
8.17 2002年，「官製談合防止法」が成立した．この背景を調べてみよう．

（ヒント：日本において法的措置を受けるカルテルの大部分は入札談合であり，その中でも公共工事において入札談合が摘発されることが多い．これらの公共工事の入札談合事件では，発注者である公務員（官）が談合を主導する官製談合が少なくない．それまで，発注者の公務員を罰する法律がなく，世論の批判が強まり，その結果この法律が制定された．この法律により，談合に関与した職員に対して懲戒処分や損害賠償請求ができるようになった．だが，その後も，官製談合はなくなっていない．2006年には，罰則の強化や適用範囲の拡大等を図った改正案が成立）
8.18 広告に対する公的規制は，それが適正に行われるならば，消費者の権利や利益を守り，また企業間の公正な取引を促す．だが，過度に規制すると弊害もある．消費者，企業，マスコミ，政府の各立場から論ぜよ．
（ヒント：過度の規制の影響．①消費者が得られる情報や経済的利益を損なう．②企業の自由競争を妨げる．③マスコミの経営が打撃を受ける．④政府は規制権限を拡大する）
8.19産業政策　　　

(1) 産業政策とは何か．

(2) 産業政策に対する肯定説と否定説を述べよ．

(3) 産業政策が支持されなくなった理由を説明せよ．（ヒント： 8-5の解説を参照せよ）
8.20 特許制度
(1)新知識の経済的性質を説明せよ．（ヒント：8-5の2の解説を参照せよ）
(2)特許制度の意義と問題点を考えよ．（ヒント：8-5の3の解説を参照せよ）
(3)各企業が発明や技術革新を求めてR&D費用の支出を拡大している．これは,社会的には重複支出とみえる．見解を述べよ. 

8.21 政府は現在「知的財産権」を積極的に保護する政策を展開している．その背景と意義を説明せよ．

（ヒント：8-5の3の解説を参照せよ）
8.22 中村修二氏（現在，California大学教授）は青色発光ダイオードの発明に対して，職務報酬が少なすぎるとして，もとの職場の「日亜科学」に訴訟を起こした．2005年に和解した．この訴訟が社会にもたらした意味について考察せよ．（ヒント：8-5の2と3の解説を参照せよ）
8.23 産業融合　(1)産業融合とは何か．

(2)最近の産業融合の具体例を挙げて簡単に説明せよ
（ヒント：例「通信と放送の融合」「カメラのデジタル化による家電化」など．8-5の4の解説を参照せよ）

第Ⅱ部：第5章～第8章　の参考文献
・「応用ミクロ経済学・第Ⅱ部」の知識を深めるためには，以下の文献が参考になる（すべて図書館で利用可）．
Ａ　産業組織
新庄浩二編[2003]『産業組織論(新版)』有斐閣．
長岡貞男・平尾由紀子[1998]『産業組織の経済学』日本評論社.

土井教之編[2008]『産業組織論入門』ミネルヴァ書房
泉田成美・柳川隆[2008]『プラクティカル産業組織論』有斐閣．
Ｂ　マーケティング　　　　　
伊藤元重[2004]『ビジネス・エコノミクス』日本経済新聞社．
相原修[2003]『マーケティング入門』日本経済新聞社．
矢作敏行[1996]『現代流通』有斐閣．
C　独占禁止法
新井弘毅[2006]『独占禁止法と経済学』大阪大学出版会．
厚谷襄児[1999] 『独占禁止法入門』日本経済新聞社．
後藤晃・鈴村興太郎編[2000]『日本の競争政策』東京大学出版会.

柳川隆・川濱昇編[2006]『競争の戦略と政策』有斐閣．
舟田正之[2010]『経済法判例・審決百選 〔No.199〕』有斐閣．
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